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第１章 調査研究事業の概要 

 
１－１．調査研究事業の概要 

わが国では、長引く新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、自殺者数、DV 相談件数

への影響にも見られるように、孤独・孤立の問題の顕在化、深刻化が進んでいる。さらに

今後、物価高騰の影響も加わって、生活困窮等に関する不安や悩みを抱える者、悩みが深

刻化する者が増加する恐れがあり、孤独・孤立に悩む者に対するきめ細やかな対応の強化

が喫緊の課題となっている。 
令和 5 年に孤独・孤立対策推進法が成立し、令和 6 年 4 月 1 日から施行され、地方公共

団体における努力義務が規定され、国全体での孤独・孤立対策が推進されている。今後、

支援を必要な方々に、よりスムーズに各種の支援策が届くようにするためには、地方公共

団体が主体となって、NPO 等関係団体との連携を進めていくことが求められている。 
 

１－２．調査研究事業の目的 

以上を踏まえ、本業務は、直近の孤独・孤立対策に係る調査結果や、令和 4 年 4 月にと

りまとめられた「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」、令和 6 年 4 月に施行された孤

独・孤立対策推進法を踏まえ、孤独・孤立に悩む方々に各種の支援策がより着実に届くよ

う、住民に身近な存在である地方公共団体や NPO 等関係団体の連携強化を緊急に行い、

地方公共団体における孤独・孤立対策の充実を目的として実施するものである。 
具体的には、孤独・孤立の問題に対応するため、地方公共団体等において、官・民・

NPO 等の関係者による地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（以下、「連携

PF」という。）の形成を前提として、孤独・孤立対策の充実に取り組む活動を側面から支

援するとともに、それらによる連携 PF の形成に向けた取組過程について調査・分析を行

い、全国の地方公共団体に共有する調査研究事業を実施するものである。各自治体におい

て求められる連携 PF の絵姿や取組は、各自治体の地域性、社会実態、取り組み状況（今

年度から取組を開始、過年度より取組を継続）等に応じて異なることから、それら要素を

総合的に俯瞰しつつ、目的に整合した取組となる側面支援が必要である。 
官民を超えた連携の構築に当たっては、当初は連携 PF を主導するのは行政であるもの

の、NPO 等団体が従前から行ってきた社会課題への取組や支援は行政が学ぶべきもので

あることや、社会課題に取り組むうえでは官民の垣根を超えた協力体制を構築する必要が

あることから、参画する関係者が対等に相互につながる「水平的連携」を目指す。ついて

は、連携 PF の構成団体が共通の立ち位置での検討を可能とするために、各団体からみた

問題認識を共有し、共に対応すべき課題を設定の上、その解決のために各団体が何をでき

るか、といった視点が重要である。連携 PF の構成団体は、本業の中で孤独・孤立に係る

取組を行っていることも多く、個々の取組の中で既に価値提供を実現している場合もあ

る。よって、本連携 PF における取組においては、それら団体がつながることでどのよう

な新しい価値を創出できるか、といった観点から連携要素を導出する。具体的には、各団

体における取組の課題や、活用可能なリソースを踏まえ「情報をつなぐ」「ノウハウを共

有する」「協働する」といった観点から各団体の機能補完や、連携による新しい取組をつ

くり出す余地について検討することが重要である。  
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１－３．調査研究事業の実施体制 

本業務に求められる専門性を有するコンサルタントによって検討チームを組成した。特

に主たる業務従業者の多くが「地方公共団体を対象としたモデル事業への支援業務」の経

験を有しており、地方公共団体への計画策定を含めた伴走支援や PMO 支援といった本業

務と類似する知見・経験を豊富に持つ。孤独・孤立について独自研究を行っているメンバ

ーも体制に含み、本業務を効果的に進めることが可能な体制でプロジェクトチームを構成

した。 
加えて、弊社は「東海、近畿、中国・四国 2 地域」も受注しているため、両案件を統轄

する業務責任者を置いて情報共有等を効果的に行う体制を組成した上で、それぞれの案件

のとりまとめを行う担当技術者（リーダー）を設置した。その担当技術者（リーダー）の

もと、自治体ごとに主担当を設定して各自治体の伴走支援を行った。 
また、本調査研究においては、各自治体における孤独・孤立対策を前に進めるための試

行的事業の発注を行うこととなっており、それら発注や精算に向けた事務手続きを着実に

遂行する必要がある。よって、経理業務については、経験豊富な監査法人と必要に応じて

連携し、効率的に対処できる体制を敷いた。 
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１－４．調査研究事業の詳細（各自治体の活動で得られたこと） 

 
１）官民連携 PF の組成 

今年度より新たに孤独・孤立官民連携 PF 推進事業に取り組む自治体においては、その

目的、構成団体、取組内容等について検討が必要であったが、自治体の問題認識や社会実

態等に応じた検討を通じて、関連する支援団体等へのアプローチを行い、孤独・孤立対策

における取組課題について検討を開始した。 
本調査研究業務を開始した時点で既に連携 PF が組成されていた自治体もあったが、そ

の場合はより具体的な課題認識の共有を通じて、既存の取組や仕組みの高度化、PF の拡

大に向けた検討を行った。 
 

２）試行的事業の実施 

各自治体において、孤独・孤立対策を着実に前進させるための試行的事業の企画、発注

を行った。企画においては、目指すべき孤独・孤立対策のゴールに対し、当該自治体が果

たすべき役割を踏まえ、企画を行い、着実な検討と進捗管理を行った。 
現状の各自治体における「試行的事業」の内容をマッピングしたところ、市町村、政令

市とステイタスが異なっていても、実態調査、広報活動、人材育成等、幅広い取組が進め

られようとしている。一方で、協議体としての取組は始まったばかり、もしくは今後初め

ていくところもあるため、引き続き支援団体や要支援者が抱えている課題や、支援ニーズ

の把握を通じて、連携 PF としての仕組みの高度化が必要。現状の取組を継続させるとと

もに、支援団体・要支援者等のニーズ把握を通じて、連携 PF としての仕組みの高度化が

求められる。 
 

図表 各自治体における試行的事業の整理マップ 

（関東、中国・四国１、九州地域） 
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図表 （参考）今年度別チームの自治体における試行的事業の整理マップ 

（東海、近畿、中国・四国２地域）
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３）各自治体が官民連携 PF に取り組む上での留意点・示唆集の作成 
次年度以降、他の自治体が孤独・孤立対策に取り組む上で留意すべき事項を示唆集とし

て取りまとめた。特に、連携 PF の組成については、これまで同様の取組をしたことのな

い自治体にとってはどのような手順や、工夫により検討を進めたらよいか、その指針とな

るものが必要となる。今年度、側面支援を行った自治体と、連携 PF 形成に向けた検討

や、過去の取組の経緯について議論、ヒアリングする中で、連携 PF 形成に向けてどのよ

うな課題や工夫があったのかを把握することができた。それらを PF 形成フェーズと、課

題のカテゴリーごとに整理することで、今後、他の自治体にとって参考となるよう取りま

とめた。 
詳細は第３章で記述するが、連携 PF の形成フェーズ、および課題ごとに各自治体の取

組を整理したところ、大きな取組の方向性と示唆として以下が抽出された。 
 
 
（ア）初期段階 
① 主担当部署・主担当者の設定 

・ 孤独・孤立対策は福祉政策の側面が強いため、これまでの重層、生活困窮者支

援などを担ってきた福祉部局が担当 
・ 孤独・孤立対策は、庁内各課での連携が重要であり、庁内他部署につなぐ経験

が豊富な部署、コアとなる部署が担当 
・ 地域とのつながりがあり、地域の現状をよく理解した部署が担当 
・ 制度の狭間にいる方を支援する福祉総務課が担当 
・ 庁内外ともに、「被災者支援」の文脈から派生し、孤独・孤立対策の重要性を

感じた関係者・団体が取り組みを主導 
② 担当者の初動 

・ まずはやってみる、考えながら推進していく 
・ 国の動き、他の自治体の取組事例、市内の事例等の情報収集からスタート 
・ 孤独・孤立の定義、PF のイメージについて庁内で共有・確認 
・ ゼロからはじめない、既存の取組を孤独・孤立対策の観点で解決していく 
・ 現実的な支援計画を立てるために、まずは社会資源の洗い出しを行った 
・ 問題意識を民間団体と共有 
・ 担当者の問題意識を定量化・資料化した上で、庁内で粘り強く説明 
・ 早い段階から 4 市での合同会議を開催し、認識合わせを実施 
・ 広域での合意形成ために関係者に順番に話を展開 

 
（イ）準備段階 
③ 地域の現状把握 

・ 既存のアンケート調査等で問題の根拠となるデータを得ていた 
・ 住民の孤独・孤立に係る実態を把握するためのアンケート調査を実施した 
・ 支援団体への調査でニーズや課題、リソース調査で支援団体の活動内容の把握 
・ 中間支援団体と連携し、地域の現状を把握 
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・ 庁内を対象にリサーチをかけ、情報収集、情報共有を図る 
・ 有識者と調査手法を相談し、連携したフィールドワークを実施 
・ 相談窓口を通じた問い合わせを通じて支援ニーズを把握 
・ 広域連携にむけて、各地域の要望を訪問して聞き取り 

④ －1 取組テーマ決定 
・ PF の構成団体のニーズを聞き取り、取組テーマとした 
・ 中間支援団体と議論し、取組テーマを決定 
・ 特定の分野に限定せず、全体を対象とすることとした 
・ 参加主体に重複はあるものの、連携 PF と重層との役割分担を整理 
・ 試行的事業のメニューを先に決め、後から PF のテーマを議論するという順序で

行った 
・ 実態把握調査で課題意識の大きかったテーマに焦点を充てた 
・ 過年度の類似事業でカバーできていなかった領域（食支援、居住支援）を孤

独・孤立対策の一環でカバー 
・ PF を「社会課題を可視化見える化・共有化し、みんなで解決する場」とする 
・ アート事業のコンテンツを各市の意見を元に決定 
・ 地域に根差した複数の PF を構築するために、地域の課題に根差したテーマを設

定 
④ －2 連携 PF の企画・設計 
 体制 
・ 既存の合議体や体制をベースとすることで、重複感・負荷の軽減や一体的な情

報共有が可能な体制の構築を目指す 
・ 共通の地域特性をもつ地域単位での PF の立ち上げを検討 
・ 特定の支援対象者像・住民属性に焦点を当てた団体で体制を組む 
・ 中間支援団体などの関係団体に広く呼びかけ、PF 会議を構成した 
・ 地域課題を整理し、新しいテーマへの拡大を図った 
 活動内容 
・ 参加団体のニーズに合わせた活動を推進していく 
・ 支援団体同士のつながりづくりをメインの活動に位置付ける 
・ 居場所づくり、まちづくりを考える場とする 
・ 広報・情報提供・情報共有を主軸とした活動を実施し、支援情報を一元的に発

信するなど支援情報や活動の可視化を進める 
⑤ 関係団体のリストアップ初期メンバーへの声掛け 
 庁内の巻き込み（検討方法） 
・ 幅広い分野が関わることを前提に全庁など幅広く声がけを実施 
・ 支援対象・テーマを受けて、関係が深く対応機能を有する部署に声掛け 
・ 既存の会議体をベースに、不足する分野のメンバーに声掛け 
・ 孤独・孤立の入り口となる可能性のある関係課、窓口を持つ関係課への声掛け 
 庁内の巻き込み（巻き込み方法） 
・ 法整備や努力義務化を後ろ盾に庁内連携を推進 
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・ トップが関わることでスムーズな連携を推進 
・ 理念的な庁内連携だけはなく、具体的な事業ベースで協働の働きかけを実施 
・ 庁内の関係課に情報をインプットし、共通認識の醸成、共感を得た 
・ 日常的なコミュニケーション、相互に協力する関係性を構築している 
・ 「お悩みハンドブック」を通じて、庁内に存在する関連支援制度の洗い出しと

所管部署との関係構築を実施 
・ 過年度事業を通じて、庁内巻き込みのために座談会などを開催 
・ 広域での PF の構築にむけては段階を踏んで広域で取り組む合意形成を図った 
 庁外の巻き込み（検討方法） 
・ 庁内の各部署と過去に連携経験・信頼関係があることを重視して検討、日ごろ

関係する団体には随時情報をインプットする 
・ 「地域のために何かしたい」と感じている活動者や市民を、今後も積極的に孤

独・孤立対策に巻き込んでいく 
 庁外の巻き込み（巻き込み方法） 
・ キーパーソンを活用し、紹介をベースとした巻き込みを実施 
・ 既存の会議体を活用し、声掛けを実施 
・ リソース調査を活用し、声がけする団体を把握など、調査や情報発信をきっか

けとした声 
・ 講座・勉強会の開催によって、参加者を中心に関係者を拡大 
・ 具体的な連携スキームとして、包括連携協定と共同事業等の枠組みを用意 
・ 連携 PF を表立った形とすることで参画したいという要望を受け団体数が徐々に

拡大 
・ “誰から声掛けをするか”、“どのような順番で声掛けするか”も相手がスム

ーズに受け入れられるようにアレンジしていく 
 
（ウ）設立段階 
⑥ 域内住民・団体への情報発信 
 広報活動 
・ メディア MIX での広報で集中的に広報を実施 
・ 紙媒体の配布方法では、広報紙での大規模配布や孤独・孤立の入り口になりう

るタイミングでアプローチするなど、配布方法、伝達方法を工夫 
・ 内容を読みたくなる構成や、相談しやすいメッセージ、受け取りたくなるシー

ルなど配布物の内容を工夫 
・ いつでもだれでも気軽にアクセスできるポッドキャストを活用 
・ 中野区を拠点とするアニメ制作会社と協力し、ヤングケアラー当事者の周囲の

子供たちに向けた、啓発アニメを制作 
・ 広報物を作る段階でも、大学生を巻き込むことで周知啓発を実施 
・ 民間デザイン力が活かされた HP を共同運用する形で情報発信を実施 
・ 孤独・孤立対策に関する若者の活動を紹介するフォーラムを開催した 
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・ 「楽しく自然に知ってもらう」というカードゲームを活用した新しい広報を実

施 
 イベントの開催 
・ 新しいツールの説明会を開催し、その場で支援団体同士のつながりづくりを実

施 
・ 開催場所の工夫により、誰でも立ち寄れる居場所をつくるイベントを定期開催 
・ 市民向けのおまつりイベントを開催し、市民への周知啓発、つながりづくりを

実施 
・ 地域住民の経験談や当事者の声をベースに普及・啓発活動を実施した 
・ シンポジウムや講習会の開催により、孤独・孤立の取組を市民向けに周知 

⑦ 連携 PF の運営 
・ 自治体は主に会合の開催を担い、参加者の課題の把握、ニーズのある活動を把

握し、推進する 
・ PF の「要領」を作成するなどして、PF として目的意識や連携する意義について

共通認識を醸成 
・ 当初は自治体が主導し、他地域への横展開にむけたノウハウの獲得等を実施 
・ ２層構成の PF を運営しながら、支援団体同士のつながりを促進する 
・ 会議体ではない形として、ホームページ上での情報連携と交流の場づくりを実

施 
・ PF 内外の関係者がテーマ設定から課題解決まで行う作業部会の開催を行う 
・ リソース調査において PF 構築に前向きな団体へ声掛けしながら、県と連携 
・ 広域連携では、各地のニーズに合わせて、各地で開催することも重要 

 
（エ）自走段階 
⑧ 地域協議会の設置 

・ 複数分野に跨ったケース等、個別協議会から零れ落ちるケースの受け皿として

位置付け、「誰ひとり取り残されないまち」を実現する 
・ 相談支援包括化推進会議において地域協議会の役割を担う 
・ 地域協議会を「知見交換の場」と位置づける。さらに「作業部会」を設け、個

別ケースの対応方針を協議・決定する場を機能させていく予定 
・ 重層的支援体制整備における支援会議が地域協議会の役割を担う 

⑨ PF の拡大・活性化 
・ 持続可能性を考えた、今後の PF の運営主体の検討 
・ 関係者の継続的な巻き込み、拡大 
・ 連携 PF の支援団体との連携強化、形骸化防止 
・ 域内全体での取り組みの活性化にむけて、市民の巻き込み・周知を推進する 
・ スポーツ、教育など福祉以外のテーマを取り入れた PF 構築・拡大を目指す 
・ 当事者の生活圏を考慮した連携ができる PF の構築を目指す 
・ 地区別の PF を水平展開していく 
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１－５．本報告書の構成 

本報告書は、以下の構成・概要による。 
 

 

１－６．仕様書と本報告書の関係 

仕様書と本報告書の関係は下表の通りである。基本的に、報告書の項目は、仕様書の各

項目に対応して記述している。 
 

仕様書項目  本報告書項目 
① 地方自治体等の現状を踏まえた作業計画の策定・運

営管理 
⇒ 第２章 事例集 

「５．自治体等との打合せ記録一覧」 
② 地方自治体等における孤独・孤立の問題の現状分析  ⇒ 第２章 事例集 

「１．取組の全体像」 
③ 連携 PF の形成に向けた取組案の作成  ⇒ 第２章 事例集 

「２．連携 PF イメージ」 
④ 連携 PF の行程及び実務上の留意点の調査・分析 ⇒ 第２章 事例集 

「４．連携 PF の行程および実務上の

留意点」、「コラム ～地方の支援団体

から見た孤独・孤立対策と連携 PF の

重要性～」 
第３章 留意点等示唆集 

⑤ 孤独・孤立対策の試行的事業の実施と効果検証 ⇒ 第２章 事例集 
「３．試行的事業一覧」 
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第２章 事例集 

２－１．福岡市 

No. １ 福岡市 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 福岡市 ② 担当部局名 
福祉局生活福祉部 
生活支援課 

③ 人口 1,612,392（人）＜令和２年 10 月/国勢調査＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局（メイン） 福祉局 生活福祉部 生活支援課 

 
庁内連携内 
※会議体、情報共有 

・孤独・孤立対策の旗振り役 

庁内連携部局（メンバー） 
福祉局生活福祉部地域福祉課、こども未来局、 
市民局 

 
庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
・孤独・孤立対策に係る主要な施策の実施 

２．形成をめざす地方版連携 PF の姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

主に下記のような孤独・孤立対策に関連する事業を実施 
（１）生活困窮者支援のＰＦにおける報告、協議 
・下記連携、協働の取組み実施について適宜報告、協議を実施。 
・インフォーマルな社会資源開発の参考となる支援ニーズ等についての協議や、関係機関
の協働促進に向けた取組みの共有を実施 
（２）地域講座の実施 
・地域関係者に対し、孤立死の現場やセルフネグレクトについて伝え、見守りを啓発する地
域講座を実施 
（３）食を通じたつながりづくり 
・食を通じた交流について、独居の高齢者や多世代交流等を視野に、社会福祉施設やこど
も食堂実施団体に呼びかけを実施 

② 

実現したい

状態 
※構築する
仕組み/
支援対象
の住民を
取り巻く
環境 

今年度のゴール 

• アンケート調査実施による課題認識及び今後
の方針案作成 

• 「福岡市版」お悩みハンドブック活用による情
報の一元化 

最終的なゴール 

• 見守り活動の推進、多様な居場所づくり、社
会参加促進のための取組み、民生委員活動
の支援の充実を図り、孤独・孤立に悩む人に
必要な支援が届けられる環境づくりを行う 

• 関係部署との連携を進めることで分野横断
的な連携促進を図り、孤独・孤立に悩む人が
必要な支援を受けられる環境づくりを行う 

３．地方版連携 PF における連携体制 

①  
地方版連携

PF 

立ち上げ年度 令和４年度 

参画メンバー ライフライン関連企業、生活協同組合、社会福祉協

議会、NPO 法人、孤独・孤立対策関係課 等 
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（種類があ

れば） 
選出・打診時の工夫 各事業取組みや孤独・孤立対策関係者のネットワ

ークを生かして、関係者、団体を増やしていく 

②  

地域協議会 

※特に専門

性の高い支

援を行う団

体等で構成 

立ち上げ年度 未 

参画メンバー ー 

選出・打診時の工夫 ー 

４．PF 連携による価値や工夫＿考え方 

・ つながりづくり→関係領域が広範である孤独・孤立について、効果的に啓発していくため、単に問題その
ものを取り扱うのではなく、魅力ある「つながりづくりの取組み」と一体的に実施（こども食堂のような食
を通じた交流について、独居の高齢者の参加や多世代交流等を視野に、食を通じたつながりづくりを目
指す） 

・ 情報共有→PF 関係者の枠組みを超え「孤独・孤立の問題に関すること」の情報共有を行うことで、関係
機関の拡充を促し、問題の解決につなげる 

・ アンケート調査→市内の現状把握のため、全国調査の調査票をベースに、市内でアンケート調査を実施。
市独自の設問を追加することで、本市の今後の運営の基礎的情報を確保する 
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2. 連携 PF イメージ 

５．連携ＰＦのイメージ図 
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 地域の実情を把握した上で孤独・孤立対策の政策立案をするにために、市民向けの
アンケート調査を実施 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

①  
実態把握 

調査 

・ 福岡市民 3,000 名を対象とし
て、孤独・孤立に関する実態把握
を目的としたアンケート調査を
実施する 

・ 福岡市民の人口構造と概ね同じ
割付としてランダムに選定した
世帯に対して、郵送でアンケート
を発出。回答は、紙と QR コード
の 2 つの手法を用意する。 

・ アンケート設問は、全国調査をベ
ースとしつつ、独自設問を数問
追加予定 

・ 福岡市民の孤独・
孤立に関する実態
の把握 

11 月-：調
査 

12 月-：分
析 

東京商工

リサーチ 

（290 万

円） 

成果
検証
結果 

 孤独・孤立を感じている人の割合：約
35％ 

 対処すべき個別テーマの特定：20 代
の孤独・孤立 

②  
お悩み 

ハンドブック 

・ 簡単な質問に答えるだけで悩み
の軽減や解決に役立つ情報を簡
単に集めることができるウェブ
サイトとして、「福岡市版 お悩み
ハンドブック」を作成 

・ 「福岡市版 お悩みハンドブック」
のアクセス状況を検証し、認知
度向上、利用促進に係る検討を
行う 

・ 役立ち情報の集
約化 

・ お悩みハンドブッ
クの認知度向上、
利用促進 

10 月-：準
備 

2 月‐：公開 

グラファ

― 

（86 万

円） 

成果
検証
結果 

 お悩みハンドブックに集約した情報の
数：174 の庁内支援・制度を集約化 

③  

地域食堂向

けエプロン

製作 

・ 地域食堂の運営に使用する普及
啓発向けエプロンの製作 

・ 食を通じたつな
がりづくりに関す
る認知度向上 

2 月‐：制作 

みやざき
白衣 

（13 万円） 

成果
検証
結果 

 製作するエプロンの枚数：44 枚 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCA サイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ PF における連携強化（情報共有） 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ ― 
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４. 連携 PF の行程および実務上の留意点 

【PF 立ち上げまでの行程】 

実務上の留意点 

連携 PF の 

行程 
過年度 令和５年度：PF の立ち上げ 今年度 令和６年度：PF の再設計 

 

（ア）初期段階 

主担当部署の 

設定 
― 

 
R6 
4 月 

■外部連携がしやすい部署に所管
課を再設定 

担当者の初動  
R6 
4 月 

■内閣府 HP から他自治体の取
組の中で有用と考えられる事業
を探索 

（イ）準備段階 

地域の 

現状把握 
― ― 

R6 
11 月 

■市民を対象とした実態把握踏査
を実施。市の特徴を掴むために
敢えて全国調査と同様の調査項
目で調査し比較 

取組テーマ 

決定 

R5 

10 月 

■食を通じたつながりづくりの開
始 

R7 
1 月 

■実態把握調査で課題意識の大
きかった若者の孤独に焦点を充
てた 

連携 PF の 

企画・設計 
― ― 

R7 
1 月 

■まずは所管課が持つ既存の協
議会をベースに連携 PF を設
置。その後、重点テーマへの拡
充を目指し、体制の拡大を図る 

関係団体の 

リストアップ

（庁外） 

― ― 
R7 
1 月 

■「お悩みハンドブック」を通じ
て、庁内に存在する関連支援制
度の洗い出しと所管部署との関
係構築を実施 

関係団体の 

リストアップ

（庁内） 

R6 

1 月 

■シンポジウム・地域講座を通じ
て、幅広く外部組織へ周知 

 ― 

（ウ）設立段階 

域内住民・団体

への情報発信 
― ― 

R6 
1 月 

■孤独・孤立対策の一環で始めた
地域食堂の運営において、統一
的な広報媒体(エプロン・のぼ
り)を使用することで一体感の
ある支援体制を啓発 

連携 PF の 

運営 

R6 

1 月 

■年 4 回程度開催される既存会
議体の中で、地域福祉の取組に
ついて議論 

―  

（エ）自走段階 

地域協議会の 
設置 

― ― ― ― 

PF の 
拡大・活性化 

― ― 今後 

■実態把握調査で特定した課題で
ある若者の孤独をテーマに必要
な体制を巻き込むことで、連携
PF を拡充させていく  
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【それぞれの段階での留意】 

（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■外部連携がしやすい部署に所管課を再設定 
・ 孤独・孤立対策に取り組み始めた令和５年度は、地域福祉課が所管してい

たが、令和６年度は、生活困窮者支援に取り組む生活支援課が所管するこ
とになった。 

・ しかし、地域の外部組織との連携の必要性が高いことなどから、改めて地
域福祉課で所管すべきという判断になり、令和７年度からは地域福祉課が
担当予定 

② 担当者の初動 

■内閣府 HP から他自治体の取組の中で有用と考えられる事業を探索 
・ 生活支援課に所管が移ってきたものの、福岡市としては初動として孤独・孤

立を感じている方への施策をどのように実施すべきか検討している状態で
あった。 

・ そんな中、内閣府 HP にて他自治体の取組事例を見ていく中で、「お悩みハ
ンドブック」の存在を知り、福岡市の抱える課題解決に資するものと考え、
導入のために本事業へ応募した。 

 

（イ）準備段階 

③ 地域の現状把握 

■市民を対象とした実態把握踏査を実施。市の特徴を掴むために敢えて全国調
査と同様の調査項目で調査し比較 

・ 地域の孤独・孤立に関する定量情報がなかったために、まずは試行的事業
にて、福岡市民を対象としたアンケート調査を実施し実態把握を行った。 

・ 市内の特徴的傾向を把握するため、調査項目は全国調査と同じ内容とし、
結果の比較を行った。 

④ 

‐１ 
取組テーマ決定 

■実態把握調査で課題意識の大きかった若者の孤独に焦点を充てた 
・ アンケート調査の結果、福岡市では、主に 20 代で孤独・孤立を感じている

割合が全国と比較して大きいことが判明した。 
・ よって、担当課レベルとしては、取扱いテーマの 1 つとして、若者対策に着

目し、検討を進める予定。 

④ 

‐２ 

連携 PF の 

企画・設計 

■まずは所管課が持つ既存の協議会をベースに連携 PF を設置。その後、重点
テーマへの拡充を目指し、体制の拡大を図る 

・ 令和５年度に既存協議会の「生活困窮者支援体制を構築するためのＰＦ協
議会」をベースに連携 PF を設置。令和７年度からは、今年度特定した若者
対策に着目し、テーマ拡充に向けて、メンバーや既存 PF の巻き込み・連携
を進める予定。 

⑤ 

関係団体の 

リストアップ 

初期メンバー

への声掛け 

庁

内 

■「お悩みハンドブック」を通じて、庁内に存在する関連支援制度の洗い出しと
所管部署との関係構築を実施 

・ 連携 PF 設置を行った令和５年度は、福祉局内において主に生活困窮者を
中心とした庁内部局での連携を進めた。 

・ 令和６年度は、試行的事業として「お悩みハンドブック」の開設を進める過
程で、庁内における孤独・孤立対策に関連する支援制度の洗い出し調査を
行った。これにより、上述の若者対策に加え、その他連携し得る部局の整理
を行った。 

庁

外 

■シンポジウム・地域講座を通じて、幅広く外部組織へ周知 
・ 令和６年１月にシンポジウム「地域共生シンポジウム～孤独・孤立とこれから

のつながりについて考える～」を開催し、市内の関係団体に対して、幅広く
孤独・孤立を周知。約 230 名が参加した。 

・ 地域関係者に対し、孤立死の現場やセルフネグレクトについて伝え、見守り
を啓発する地域講座を実施。この中で、生活困窮者自立支援センター等の
支援情報を提供した。 

 

（ウ）設立段階 

⑥ 
域内住民・団体への

情報発信 

■孤独・孤立対策の一環で始めた地域食堂の運営において、統一的な広報媒体
を使用することで一体感のある支援体制を啓発 

・ 上述の通り、連携 PF の設置に当たって、「地域共生シンポジウム～孤独・孤
立とこれからのつながりについて考える～」を開催。 

・ また、孤独・孤立対策の一環として始めた食を通じたつながりづくりである
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地域食堂において、統一的な広報媒体（エプロン、のぼり）を作成・提供し、
一体感ある支援体制を啓発した。 

⑦ 連携 PF の運営 

■年 4 回程度開催される既存会議体の中で、地域福祉の取組について議論 
・ 令和５年度１月から開始された連携 PF は、令和６年度においては、生活困

窮者支援体制を構築するためのＰＦ協議会（年 4 回開催）の中で、地域福祉
の取組みについて報告し、意見交換を行った。 

 

（エ）自走段階 

⑧ 地域協議会の設置 

■（設置に向け検討中） 

（本事業で実施したアンケート調査結果を踏まえ、本市の課題を精査した後に設
置を検討していくため現時点では未設置） 

⑨ PF の拡大・活性化 

■実態把握調査で特定した課題である若者の孤独をテーマに必要な体制を巻
き込むことで、連携 PF を拡充させていく  

・ 令和６年度の試行的事業を通じて、福岡市の定量的な課題把握と、庁内の
関連支援施策・制度の整理を行うことができた。 

・ 今後は、特に福岡市特有だと考えられる若者の孤独・孤立に資する支援体
制の構築を目的に、「お悩みハンドブック」や調査結果を用いながら庁内外
の組織の巻き込みを進めていく予定である。 

 

ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■定量情報の獲得やツール導入がアクションのきっかけに 

・ 連携 PF は設立したものの、福岡市の課題・実態を詳細に把握していなかっ

たために、政策設計が十分にできない状況であった。さらには、庁内部局を

巻き込もうにも、必要な説得材料やきっかけがないためにアプローチがし

づらい状況であった。 

・ そこで試行的事業で実施した市民向けアンケート調査の結果から、定量的

に福岡市の傾向・課題を特定。こうした定量情報や、試行的事業で導入を試

みた「お悩みハンドブック」をきっかけとして、庁内外の組織とコミュニケー

ションを図った。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PF の重要性～ 

特定非営利活動法人 孤立防止センター  

 

 福岡市の見守りダイヤルを 24 時間 365 日運営する NPO 法人。ガスやインフラ、新聞会社等と連
携し、異変があったときのワンストップ窓口として機能している。 

 見守りダイヤルを通じて発生する緊急時の対応として、その安否確認及び初期対応を行っている。 

 また、孤立死の実態に関する調査・研究事業を行うとともに、よろず相談窓口や出前講座・セミナーの
企画等の普及啓発事業も行う。 

�����重症化お未然に防ぐことが重要。そのためには、地域コミュニティの形成が最も有効的 

・ 見守りダイヤルを通じて、重症化ケースが発生してからでは遅い。問い合わせ件数自体が減ることが
最も望ましいが、そのためには、重症化前のフェーズでしっかり対処できることが望ましい。 

・ そのためには、地域コミュニティが重要な役割を担う。公的組織がどれだけ動いてもリーチが届かな
い層はいる。様々な媒体を通して、地域コミュニティを形成しておくことが重症化の予防となる。 

 

�����福岡市内には様々な支援制度が存在するものの、住民にとっては使用が困難な状況 

・ 大規模都市である福岡市には、充実した支援制度が存在すると考えている。 

・ 一方で、それらが整理されていないために使い勝手が悪くなっている。横断的・ワンストップで整理で
きる仕組みが望ましいのではないか。 

 

�����外に出てこない人は、見守りからどうしても漏れてしまうため、アウトリーチ支援も重要 

・ 福岡市は、様々な支援制度を持っているが、要支援者に対して自らアプローチすることはできない。 

・ 配偶者との別れや生活困窮、身体要害が引きこもりを起こす大きな要因と感じている。こうした方々
はなかなか外に出てこないために、行政が支援制度を持っているだけでは救えないこともある。 

・ そういった点で、アウトリーチで一歩踏み込んだ支援ができると効果的であろう。 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 
出席者 

打合せ相手 NRI 

1 
8/２（金） 

１６:00-17:00 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 生駒、谷本、加藤 

２ 
8/19（月） 

18:0０-１9:0０ 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 生駒、谷本、加藤 

３ 
10/1（木） 

１６:3０-１7:3０ 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 谷本 

４ 
10/31（金） 

１５:００-１６:００ 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 谷本 

５ 
12/2（月） 

１4:0０-１5:００ 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 谷本 

６ 
１2/16（月） 

１1:００-１2:0０ 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 谷本 

７ 
1/14（木） 

15:00-16:00 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 
谷本 

東京商工リサーチ 妹尾様 

８ 
2/17（月） 

10:00-13:00 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 
谷本 

グラファ― 佐藤様、青木様 

９ 
2/26（水） 

10:00-11:00 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 
谷本 

東京商工リサーチ 妹尾様 

１０ 
3/26（水） 

11:00-12:00 

福岡市 
福祉局 生活福祉部 生活支援課 

富松様、岡松様 
谷本 

グラファ― 佐藤様、青木様 
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自治体による従前からの取組 

 

 令和５年度 地方版孤独・孤立対策官民連携ＰＦ推進のあり方に関する調査研究 

 （中国、九州地域） 

 

（取組概要） 

複合化・複雑化した課題に対応し包括的な支援体制を構築するため、庁内関係課による「地域共⽣推進会議」

を設置。近年の制度改正や、相談支援機関において、社会的孤立を背景として解決が難しい問題が増加傾向に

あることなどの共有等を図っている福岡市では、生活困窮、地域福祉、地域包括ケアなど、孤独・孤立対策に関す

る部門が別の課になってしまっており、課題だと認識されていた。そこで、本事業を機に、バラバラになっている

ものを一つにするべく連携 PF の構築に取組んだ。 

 

図表 令和５年度事業における取組概要 
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（試行的事業） 

令和 5 年度は以下の取組を行った。このうち、（１）～（４）については、今年度以降も継続的に実施していく。 

 

図表 令和 5 年度事業における試行的事業 
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試行的事業 

① 実態把握調査 

概要 
• 福岡市民に居住する 16歳以上の3,000名を対象として、孤独・孤立に関する実態

把握を目的としたアンケート調査を実施した 

• 対象者は、福岡市の人口構造と同じ性年代で割付をしランダムに選定 

ねらい 
• 孤独・孤立に関する調査を実施したことがなかったため、市民向けアンケート調査を

実施し、福岡市の課題・実態を把握した上で、孤独・孤立に係る政策設計を行う 

工夫点 
• 高齢者からの回収を目的に郵送法・無記名方式と WEB 回収を併用 

• 全国調査と同様の調査設計で全国と福岡市の差異を特定 

• 相談したい窓口や気軽に行ける場所等市独自の質問も盛り込んだ 

結果 
• 1,159票（回収率38.6％）を回収した。結果として、福岡市特有の傾向としては、孤

独感を男女・年齢階級別にみると男女とも 20 歳代が最も高く、次いで男性は 50

歳代で、女性は 16～19 歳で高くなっている。 

 

調査手法 

• 調査対象：福岡市内に居住する１６歳以上の者を対象とし、住民基本台帳から３，０００人を無作為抽出 

• 調査方法：郵送法・無記名方式とＷＥＢ回収を併用 

• 調査結果：令和６年１２月９日～令和６年１２月２０日 
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福岡市の傾向 

• 年齢別にみた孤独感の特徴としては、次のような点がみられた。 

 男女とも 20 歳代で、一人暮らしが孤独感に影響を与えた割合が高くなっている。 

 男性の 40 歳代から 60 歳代は、「困った時に頼れる人がいない・不安や悩みの相談相手がいない」

割合が高いほど、孤独感が高くなる傾向がみられる。 

 男女とも 70 歳代以上で、健康状態が孤独感に影響を与える傾向がある。 
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② お悩みハンドブック 

概要 

• 「お悩みハンドブック」とは、市民が「生活の困りごと」などに関する簡単な質問に回

答することで、利用できる制度や相談窓口を見つけ出せるウェブサイト。本事業にお

いて福岡市版の作成を行う。 

• 全国共通で掲載している 200 件以上の支援制度・相談先に加えて、自治体独自の

支援や制度、相談先を追加できる自治体版の作成が可能。 

• 利用者は、悩みに関する質問に答えるだけで、困ったときに役立つ支援・制度が自

動的に案内される。 

ねらい 
• 福岡市では、多様な支援・制度は用意できているものの、市民目線では複雑化して

分かりづらくなっているため、一元管理できる「お悩みハンドブック」を導入するこ

とで、その支援・制度の有効活用を目指す 

工夫点 
• 全国共通で掲載している 200 件以上の支援制度・相談先に加えて、福岡市独自の

支援や制度、相談先を追加する。 

• 支援・制度の集約化を通じて、庁内関係課の巻き込みを図る。 

結果 • （令和 7 年 3 月 13 日時点で公開に向けて調整中） 

 

「お悩みハンドブック」とは 

 

 

「お悩みハンドブック」を起点とした庁内の巻き込み 

• 本事業では、福岡市の孤独・孤立に関連する支援・制度を「お悩みハンドブック」へ集約化するため、庁内

に対して関連支援・制度の庁内照会を実施 

• 最終的に 174 件の支援・制度を洗い出した 

• その中でも特に孤独・孤立の文脈で連携し得る支援・制度やその所管課については、フラグ付けを行い

今後の連携先候補として整理した 
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③ 地域食堂向けエプロン製作 

概要 
• 令和 5 年度より開始した食を通じたつながりづくり、居場所づくりに関する取組に

ついて、継続的な認知度普及を目的に昨年度製作した啓発用エプロンの追加製作

を行った 

ねらい • 食を通じたつながりづくりに関する認知度向上 

工夫点 
• 地域食堂において、統一的な広報媒体を作成・提供することにより、一体感ある支

援を実施 

結果 • つながりづくりに賛同いただける団体数が増加した。 

 

経緯 

• 令和５年度に内閣官房の孤独・孤立対策官民連携ＰＦ推進事業のモデル事業として、日常生活に欠かせ

ず、かつ楽しみや自然な交流が期待できる食を通じたつながりづくりを提供する居場所づくりに取組ん

だ。 

• 今年度においても、引き続き食を通じたつながりづくり、居場所づくりに取り組んでおり、更なる認知度

向上に向けて、啓発用エプロンを追加で製作した。 

 

 

工夫点 

• 令和 5 年度に製作したエプロンを継続的に製作することで、統一的な広報媒体を作成・提供し、一体感

ある支援体制を啓発 
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２－２．熊本市 

No. ２ 熊本市 

 
1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 熊本市 ② 担当部局名 
健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

③ 人口 736,949 人（令和７年 2 月 1 日時点） 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局（メイン） 健康福祉局 健康福祉部健康福祉政策課 

 
庁内連携内容 
※会議体、情報共有 

熊本市に寄せられた孤独・孤立に関係する相談事
例の把握、必要に応じた PF コアメンバーに対す
る情報共有 

庁内連携部局（メンバー） 
現在、健康福祉局内関係課（高齢福祉課、障がい
福祉課、こころの健康センターなど）で構成。 
今後主に教育分野・こども分野への拡大を予定 

 
庁内連携内容 

※会議体、情報共有 

教育やこどもの分野でも、他者との関わりが薄く、
現に孤立状態にある方や生活困窮に陥っている
方などの、個別の具体ケースについて取組が行わ
れており、情報共有、支援機関へのつなぎを行う
予定 

２．形成をめざす地方版連携 PF の姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

・ 令和３年 4 月に庁内で「孤独・孤立対策健康福祉局プロジェクトチーム」を立ち上
げ、孤独・孤立対策に関する意見交換等を実施した。庁外では、熊本地震を契機に発
足した被災者支援のための民間の会議体である「火の国会議」をベースに、NPO 等
による連携・情報共有・協働が行われてきた。「火の国会議」の中心メンバーを PF
のコアメンバーに位置付け、他にも広く民間団体に声掛けを行い、PF を形成した。 

② 

実現したい

状態 
※構築する
仕組み/
支援対象
の住民を
取り巻く
環境 

今年度のゴール 

• PF の拡大・強化：既存メンバーとの共通認識
醸成＋新規団体追加 

• 地域協議会の設立準備：令和７年度に地域協
議会を設立予定のため、PF 内外の関係者・
関係団体に参加してもらうための設立の準備
を行う 

最終的なゴール 

• 孤独・孤立の悩みを抱えた方が、気軽に相談
できる機会等が確保され、必要な方へ適切な
支援が滞りなく行われる状態 

• 「支援者支援」も 1 つのゴールとし、支援団体
が「支援疲れ」しないような連絡体制や困難
事例における協力が可能な状態 

• 市・関係団体との連携強化による基盤強化に
より、PF 参加の NPO 等が持続可能な活動
ができる状態 

３．地方版連携 PF における連携体制 

③  
地方版連携

PF 

立ち上げ年度 令和４年度 

参画メンバー 特定非営利活動法人くまもと災害ボランティア団

体ネットワーク（KVOAD）、特定非営利活動法人
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でんでん虫の会、一般社団法人 minori、バルビー

ほか（全 18 団体） 

選出・打診時の工夫 既存の火の国会議の中心団体に声掛けを行った。

（令和４年度） 

④  

地域協議会 

※特に専門

性の高い支

援を行う団

体等で構成 

立ち上げ年度 令和７年度（予定） 

参画メンバー（予定） 
PF コアメンバーに加え、PF 外の専門家（大学教

授や医師会、社会福祉分野関係者、司法書士等）

を加える。 

選出・打診時の工夫 これから声掛けを行う予定。 

４．PF 連携による価値や工夫＿考え方 

・ PF の拡大・強化に向けた工夫：令和 4 年度に立ちあげた PF はゆるやかにつながる PF ではあるもの

の、PF が持つべき役割や設置目的、備えるべき機能が明確でないことから、これらを明確に言語化する

ことで、参画団体それぞれが PF の構成員であるという参加意識を持てるようにすること、また新規団体

の発掘・追加につなげることを目指す 

・ PF と地域協議会のそれぞれの役割・連携内容の整理：PF／地域協議会がそれぞれどのような役割を持
ち、どのような内容について連携するべきか検討し、地域協議会が次年度から動きだせるよう準備する 
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2. 連携 PF イメージ 

５．連携ＰＦのイメージ図 
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令和６年度、試行的事業として実施したリソース調査の分析・その後の声掛けや、PF 会議への参加を経て、熊
本市の孤独・孤立対策 PF に新たに下記の１６団体が加わった。（令和７年２月末時点） 

 

熊本市内
の 

支援団体 
など 

NPO 法人 成年後見安心サポートネット熊本 
NPO 法人 フリースクール地球子屋 
NPO 法人 ガット 
NPO 法人みるくらぶ 
一般社団法人 子育てネットワーク縁側 moyai 
熊本市心の障害者家族会 
熊本市居住支援協議会 
特別非営利活動法人 熊本県就労支援事業者機構 
NPO 法人 身近な犯罪被害者を支援する会 
NPO 法人ウィメンズ・カウンセリングルーム熊本 
シェルターin 熊本 
社会福祉法人 熊本市手をつなぐ育成会 
NPO 法人 老いと病いの文化研究所 われもこう 
NPO 法人 颯の架け橋 
社会福祉法人 菊水学園 
NPO 法人 オリーブの家 
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 令和４年度に立ち上げた PF をベースとしながらも今年度以降、PF の拡大・強
化を志向していく中で、PF メンバーとして新たな声掛け先があるか、どのよう
な連携方針があるか、拡大・強化の方針を探る 

 事業名称 事業内容 
目的/期待効果・

KPI 
実施時期 発注先 

④  

NPO 等

支援団体

向け活動

実態調査 

（リソース

調査） 

熊本市内において、孤独・孤
立の状態にある住民を支援
する活動（間接的に支援する
活動も含む）を行っている団
体について、活動実態を把握
するためのリソース調査を実
施した。 

・ 「火の国会議」
や PF 参画メン
バー以外に、孤
独・孤立対策に
関係し得る民間
団体（ボランテ
ィア団体、住民
団体、福祉事業
者等）を発掘
し、今後の声掛
け先として把握
すること 

・ 10/15～
11/5：回収 

・ 11/5～11 月
末：分析 

• 調査費

用：株

式会社

九州み

らい研

究所

（約

120

万円） 

成果
検証
結果 

 新規の団体を 18 団体発掘した 

 直接孤独・孤立対策に関係しない団体で
あっても、多数の市内の団体が孤独・孤
立対策の必要性を支援の現場で感じて
いることが分かった 

⑤  

PF 拡大・

強化に向

けた議論

や取組 

リソース調査の結果を受け
て、現状の PF にはない活動
内容・目的を持つ 18 団体に
声掛けを行い、併せて③のリ
ーフレットへの掲載を打診し
た。 
また、これまで言語化されて
こなかった、PF の役割や設
置目的、備えるべき機能等の
概念について、PF の「要領」
として明文化した。 

・ 火の国会議メン
バーなど、PF
参加団体の一
部を議論に巻
き込みながら、
庁内外横断的
に、「支援する
側・される側に
とって本当に機
能する」PF に
なるよう検討す
ること 

・ 12～1 月：
PF の拡大先
を協議・決定 

・ ～2 月：新規
団体に PF へ
の参加を呼び
かけ 

・ 2/14：PF 会
議で PF メン
バーに熊本市
の取り組みを
説明 

• 発注

なし 

成果
検証
結果 

 リソース調査を受けて、最終的に
16 団体が新たに PF に加わること
となった（令和７年 2 月時点） 

 PF の「要領」を作成したことで、PF
の役割・目的などが明確になり、PF
メンバー間に「PF に参加している」
という再認識ができた 
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⑥  

相談先一

覧リーフレ

ットの更新 

令和４年度に作成した PF 参
加団体の活動内容や連絡先
が一覧化されたリーフレット
について、PF 参加団体の拡
充に伴い、掲載内容を更新
し、デザインも刷新した。 

・ ①のリソース
調査で発掘し
た団体を含め
て、市内の民
間支援団体を
再整理して取
りまとめるこ
と 

・ 「支援者支援」
の一環として、
支援機関が
「どこに相談し
たらよいか」悩
むような事例
を迅速に適切
な機関に連絡
できるよう、支
援機関間の連
絡網として強
化すること 

・ 12～1 月：
PF を拡大さ
せ、新規掲載
となる団体を
選出・掲載依
頼 

・ 2 月：デザイ
ン化 

• デザイ
ン費
用：株
式会社
ON-
do 
（約５５
万円） 

成果
検証
結果 

 掲載する団体数が、令和４年度版の 18
団体から 34 団体に増加した 

 PF 参加団体であり火の国会議のメンバ
ーから、「活動している団体を知らない方
にとって、支援の選択肢や幅が広がるも
のになると思う」といった反響があった 

⑦  

地域協議

会に係る

検討 

②の PF 拡大・強化に向けた
議論や取組と並行しながら、
令和７年度に設置を予定する
地域協議会についての検討
を進めた。 

・ 火の国会議メ
ンバーなど、
PF 構成団体
の一部を議論
に巻き込みな
がら、庁内外
横断的に、「支
援する側・され
る側にとって
本当に機能す
る」地域協議会
になるよう検
討すること 

 1 月～：設置要
綱案を検討中 

 （来年度以降：
地域協議会の
動き出し） 

• 発注な
し 

成果
検証
結果 

 PF コアメンバーや庁内での議論を
通して、PF と地域協議会のそれぞ
れの役割・設置目的の違いを明確に
できた 
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⑧  

令和６年

度 PF 会

議 および 

支援者向

けつなが

りサポータ

ー養成講

座 

令和４年度の PF 立ち上げ後
初であり、かつ令和６年度に
PF を拡大してから初となる
PF 会議を開催した。既存の
PF 参加団体や新規の PF 参
加団体も含め 23 団体と、行
政職員２5 名がオンライン／
対面で参加した。 
また、来年度以降 PF メンバ
ーに一般の市民向けの「つな
がりサポーター養成講座」の
講師を担ってもらうことを見
据えているため、PF メンバ
ー向けに「つながりサポータ
ー養成講座」の「レクチャー
会」を同日開催した。 

・ 改めて関係者
間で PF の役
割や設置目
的、備えるべ
き機能につい
ての共通認識
を持つこと 

・ PF 参加団体
に対して、つな
がりサポータ
ー養成講座の
講師を担うた
めの基礎知識
のインプットを
行うこと 

 2/14：開催 

・ 会場
費用：
くまも
と県
民会
館パレ
ア（約
1.3
万円） 

・ 講師
謝金・
交通
費 

成果
検証
結果 

 参加者アンケートで、「孤独・孤立に対す
る関心が高まった」という回答が約
98％、「講座の内容が今後の支援業務に
役立ちそうだ」という回答が約９７％、
「講座をきっかけに知り合った参加者と
今後も関わり合いを継続したい」という
回答が１００％得られた。 

⑨  
新聞広告

の出稿 

熊本市で広く普及している新
聞である「熊本日日新聞」に
おいて、熊本市が孤独・孤立
対策に取り組んでいること
を、広く市民向けに周知広報
した。 

・ 老若男女問わ
ず、広く市民向
けに孤独・孤立
対策について
周知すること 

・ 潜在的に孤
独・孤立になり
得る市民に対
して、熊本市に
支援先がある
ことを知って
もらうこと 

 2 月：掲載内容
検討・記事作成 

 2/21：掲載 

・ 広告
作成・
掲載
費用：
株式
会社
広明
通信
社（約
30 万
円） 

成果
検証
結果 

 新聞に掲載された広告を見た人から「ひ
とりで悩んでいる人が相談できる場があ
ると知れてよかった」などの反響が寄せ
られた 

 
７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCA サイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ 地域協議会の設置・活動の始動 

・ PF 参加団体を講師にむかえ、市内で一般の市民向けのつながりサポーター養成講座（出前講座形式）を

実施予定 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 支援者向けつながりサポーター養成講座レクチャー会では、開催をきっかけに各団体と知り合う場とな
り、今後も関わり合いを継続したいという反響があった。 
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４. 連携 PF の行程および実務上の留意点 

【PF 立ち上げから拡大までの行程】 

実務上の留意点 

連携 PF の 

行程 
過年度 

令和４年度：PF の立ち上げ 
令和５年度：PF の拡大 今年度 

令和６年度：PF の拡大を継
続 

 

（ア）初期段階 

主担当部署の 

設定 
R4 

年度 

以前 

■庁内外ともに、「被災者支援」の
文脈から派生し、孤独・孤立対策
の重要性を感じた関係者・団体
が取り組みを主導 

― ― 

担当者の初動 
■「被災者の孤独・孤立」という 
問題意識を民間団体と共有 

― ― 

（イ）準備段階 

取組 

テーマの設定 

R4 

年度 

3 月～ 

■あえて特定の対象に焦点化 
せず、支援の網から漏れて 
しまう人を対象に 

― ― 

初期メンバー 

への声掛け 

R4 

年度 

3 月～ 

■まずは火の国会議のコアメンバ
ーに声掛け 

― ― 

連携 PF の 

企画・設計 

R5 

年度～ 

■PF の拡大・強化のフェーズに
際して、どのような領域におい
て支援が現状で不足している
か、地域の課題を整理した 

― ― 

地域の 

現状把握 
― ― 

R6 

年度 

4 月 

・ 
11 月 

■市民向けアンケートと、民間 
団体の活動実態把握のための 
リソース調査の両方を実施し、
地域の孤独・孤立の実態を正確
に把握 

関係団体の 

リストアップ

（庁外） 

― ― 
R6 
年度 
11 月 

■リソース調査の結果を基に、 
新規団体をリストアップ 

関係団体の 

リストアップ

（庁内） 

― ― 

R7 
年度 

4 月～ 

（予定） 

■今後は庁内で、こども・教育 
など多分野との連携を強化予定 

（ウ）設立段階 

域内住民・団体 

への情報発信 

R4 

年度 

3 月～ 

■熊本市に孤独・孤立対策の PF
という体制が存在していること
を発信 

― ― 

連携 PF の 

運営 
― ― 

R6 
年度 
2 月 

■PF の「要領」を作成すること
で、「ゆるやかにつながる」こと
を大切にしながらも、PF として
目的意識や連携する意義 
について共通認識を醸成 
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（エ）自走段階 

地域協議会の 
設置 

― ― 今後 

■地域協議会を「知見交換の場」
と位置づける。さらに「作業 
部会」を設け、個別ケースの対応
方針を協議・決定する場を機能
させていく予定 

PF の 
活性化 

― ― 
今後 

■PF の目的意識と参加団体の 
役割を明確にすることで、PF
の活性化を図っていく 

 
【それぞれの段階での留意点】 

（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■庁内外ともに、「被災者支援」の文脈から派生し、 
孤独・孤立対策の重要性を感じた関係者・団体が取り組みを主導 

・ 庁内では、健康福祉政策課が火の国会議に定期参加してきた。火の国会議
における民間団体との協議の中で、被災者支援から派生する「孤独・孤立」
の問題意識が生まれ始めたことを受け、健康福祉政策課が令和３年度に、
孤独・孤立対策に関する庁内プロジェクトチームを組成した。 

・ 民間では、KVOAD が主催する「火の国会議」において、被災者支援に取り
組む中でそれに派生する孤独・孤立対策の重要性を認識し、PF の組織化の
構想が民間主導で芽生えた。 

② 担当者の初動 

■「被災者の孤独・孤立」という問題意識を民間団体と共有 
・ 孤独・孤立が孤独死等の重大な事象につながってしまうという最悪のケー

スを無くしていくには、官民の強い連携が必須であり、民間団体ともその問
題意識も共有していた。庁内担当者も引き続き火の国会議に参加し、民間
団体との関係・連携を継続することから始めた。 

 
 
（イ）準備段階 

③ 地域の現状把握 

■市民向けアンケート（令和６.４月頃）と、民間団体の活動実態把握のための調
査（令和６.11 月）の両方を実施し、地域の孤独・孤立の実態を正確に把握 

・ 第 5 次地域福祉計画・地域福祉活動計画策定に際する市民アンケートを実
施し、そこで初めて孤独・孤立に関する設問を扱った。結果として、37.4%
の市民が孤独感を感じており、支援の輪が十分に行き届いていないことが
分かった。 

・ 孤独・孤立に関係し得る民間団体、関心を持っている団体の活動実態を把
握するため、初となる「リソース調査」を今年度の試行的事業の一つとして
実施した。（結果の詳細については、試行的事業の詳細ページを参照。） 

④ 

‐１ 
取組テーマの設定 

■あえて特定の対象に焦点化せず、支援の網から漏れてしまう人を対象に 
・ 令和４年度の PF 立ち上げから今まで変わらず、これまでの行政の事業で

カバーできていない人や、従来の施策では支援の網から漏れてしまう人の
全員を対象とするという考えの下で、地域の孤独・孤立を捉えている。 

④ 

‐２ 

連携 PF の 

企画・設計 

■PF の拡大・強化のフェーズに際して、どのような領域において支援が現状で
不足しているか、地域の課題を整理した 

・ PF の立ち上げから 3 年目となる今年度は、「PF の拡大・強化」を大きなテ
ーマに据えた。令和５年度に、火の国会議の参加団体であり PF のコア団体
が WAM 助成 1を受けて実施した事業、「ひとりじゃないよのまちづくり事
業」内の調査にて「こども」や「子育て」、「教育」の分野において、支援拡充の
必要性が明らかになったことから、PF の拡大方針として、「こども」や「教
育」の分野に広げることを決定した。 

⑤ 
関係団体の 

リストアップ 

庁

内 

■今後は庁内で、こども・教育分野など多分野との連携を強化予定 
・ 令和４年度の時点では、庁内プロジェクトチームをベースとした庁内体制に

 
1 「独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）が行う社会福祉振興助成事業（ＷＡＭ助成）は、国庫補助金を財源とし、

NPO やボランティア団体などが行う民間福祉活動を対象とした助成金制度」である。（出所：ＷＡＭ HP） 
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初期メンバー

への声掛け 

とどまっていたところ、PF の拡大方針である「こども・教育分野の拡充」を
目指し、庁内の関係部署にも順次声掛けしていく予定である。 

庁

外 

■まずは火の国会議のコアメンバーに声掛け（令和４年度 PF 立ち上げ時） 
・ 火の国会議でコアな役割を果たしている４団体（KVOAD、でんでん虫の会、

minori、バルビー）に行政から声掛けし、4 団体を PF のコアメンバーとして
PF を立ち上げた。 

■リソース調査の結果を基に、新規団体をリストアップ（令和６年度 11 月～） 
・ 令和６年度 11 月に実施した支援団体向けアンケート（＝リソース調査）の結

果を基に、18 団体に声掛けし、新たに 16 団体が PF に参加した。（結果の
詳細については、試行的事業の詳細ページを参照。） 

 
（ウ）設立段階 

⑩  
域内住民・団体への

情報発信 

■熊本市に孤独・孤立対策の PF という体制が存在していることを発信 

・ 令和４年度は PF 団体を一覧化したリーフレットを作成し、PF 団体や関係
団体に配布し周知した。 

・ 令和５年度に独自に実施した TVCM の放送や、PF 団体の協力を得て実
施したイベント等によって、「孤独・孤立」という問題そのものや、熊本市に
PF という体制が存在していることを対外発信した。 

⑦ 連携 PF の運営 

■PF の「要領」を作成することで、「ゆるやかにつながる」ことを大切に 
しながらも、PF として目的意識や連携する意義について共通認識を醸成 

・ PF の運営は、PF 参加団体になるべく負担をかけない形で行われるべきで

あり、活動の持続可能性を高めるために重要である。 

・ 一方、組織として「ゆるやか」すぎると活動の実行性が損なわれる。PF の役

割や備えるべき機能、参加する団体が実施すべきこと等の基本事項をまと

めた、PF の「要領」を今年度作成し、令和６年度 PF 会議にて周知した。 

 
（エ）自走段階 

⑧ 地域協議会の設置 

■地域協議会を「知見交換の場」と位置づける。さらに「作業部会」を設け、個別
ケースの対応方針を協議・決定する場を機能させていく予定 

・ 地域協議会は令和７年度に設置予定であり、専門家も交えて、複雑なケー
スに関する連携支援・緊急対応のための知見を共有する場とする。 

・ 一方、熊本市では地域協議会の中に、さらに「作業部会」を設ける。「作業部
会」では、PF コアメンバーと関係機関・団体がケースごとに入れ替わり、個
人情報を扱いながら個別ケースに関する具体的な対応方針を決定する場
として機能させる予定である。 

⑨ PF の活性化 

■PF の目的意識と参加団体の役割を明確にすることで、PF の活性化を 
図っていく 

・ 既述の通り、PF の立ち上げ以降も、地域の課題等についてその時の状況
に応じて調査・整理を進めており、それらのファクトをもとに今後も PF を
活性化させていく予定である。 

・ 今後 PF が大きく拡大したとしても形骸化することのないよう、PF コアメ
ンバー＋参加団体＋行政という各々の属性に応じた一定程度の役割意識
や、PF としてつながることの目的意識を共有しながら、引き続き運営して
いく予定である。 
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ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■地域課題の可視化と PF の「要領」の策定によって、 
PF の拡大方針と PF メンバーの参加意識を醸成 

・ 令和４年度に PF を立ち上げてからも、カバーしている領域を広げる必要

性を感じていたが、PF 拡大の方針や参加団体の役割が不明確で、団体間

のつながりや共通認識の不足が課題だった。 

・ 地域課題の調査によって拡大方針が明確化し、また PF の「要領」の策定・

共有を通じて、参加団体の意識向上と共通認識の醸成が進んだ。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PF の重要性～ 

NPO 法人 でんでん虫の会／一般社団法人 minori 

 

 NPO 法人 でんでん虫の会 

 ひとり暮らしの高齢者やホームレスの人など、事情を抱える人への安否確認や相談活動などの支
援を行っている。活動を通じて「孤立」を防止し、社会参加や交流の機会（「おしゃべり会」の活動
等）を提供している。ボランティアスタッフは 6 名と少人数で活動しているが、中には「元ホーム
レスの当事者」もおり、多様な地域づくりに取り組んでいる。名前の由来は、「なんでん・かんで
ん、いつでん・どこでん、だれでん・かれでん」である。 

 一般社団法人 minori 

 ホームレス・生活困窮者を中心に、シェルター事業や食糧支援と専門家や行政窓口への同行支援
を行っている。その他、幅広く制度の狭間にある方（外国人、LGBTQ、障がい者等）への伴走型
支援（障害手帳の取得と福祉サービスへのつなぎ等）を行っている。また、連携する行政窓口や職
能団体、支援団体とともに、これまでに関わった利用者の継続的な見守り支援を行っている。 

����� 複雑化する社会と希薄化するつながりが生む孤独・孤立―多様化する課題に対応する支援が必要 

・ NPO 法人 でんでん虫の会 吉松様 

 近年は特に、「人とつながらなくても済む」社会になってきたことが、社会的な孤独・孤立の背景
にあるのではないか。SNS の広がりやコロナ禍を経て、その傾向をより顕著に感じられるように
なってきた。 

・ 一般社団法人 minori 高木様 

 そうした背景に加えて、「社会が複雑化している」ことも一因にあるように思う。例えば、単身で暮
らす高齢者は年々増加傾向にあるが、信頼できる親族がいない場合やそもそも子がいない場合
もある。一方で、昨今取りざたされるようになった高齢者を狙った犯罪の増加という情勢もあ
り、他人に対して気軽にお金や生活の相談できなくなっている。また、「8050 問題」のような複
雑な事情を抱えた世帯もあり、支援に関わる関係者も自身の分野外のことには積極的な介入が
難しい。生活困窮や高齢世帯、引きこもり、育児など、複数の分野に関わる複雑なケースの増加
が、「孤独・孤立」につながっていると感じられる。 

�����熊本市の PF が広げる「支援の輪」―参加団体の基準を明確化しながら PF を拡大させることで、 

「地域力」向上を目指す 

・ NPO 法人 でんでん虫の会 吉松様 

 熊本市に PF という枠組みがあることによって、行政を含めた PF の参加団体間でのつなぎ・連
携支援をしやすくなった。例えば、「どこに相談したらよいか分からない」という困りごとを抱え
た方が最初に行政の窓口に相談し、行政から PF に連絡が来たことがこれまで実際にあった。
PF 内で協議を行い、その困りごとに最も適した PF 参加団体が支援を担当する形で対応が進め
られた。PF が拡大すれば、そうした連携もより活発になるだろう。 

・ 一般社団法人 minori 高木様 

 支援の最初の入り口は、既存の公的な窓口で十分に機能する。その後、より適した機関や団体に
つなげることができれば、支援の効果がさらに高まる。この「つなぎ」の役割を担うのが PF であ
り、PF の存在意義はここにあると考えられる。 

 PF の拡大は、支援者同士のつながりを強化し、支援者自身を支援する仕組みを作ることにもつ
ながる。これにより、熊本市全体の「地域力」が向上することが期待される。PF の拡大にあたっ
ては、今後参加団体の基準や要件を明確にすることで、連携支援の質をより高めることにつなが
るだろう。 
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15 年間、おしゃべり会を毎週開いて 

顔の見える関係をつくりながら、 

「一人暮らしの生きづらさ」を支え合っている。 

 

NPO 法人 でんでん虫の会 

代表 吉松 裕藏様 

 

 
 

 

孤独・孤立の状態にある方に対しては、支援側から

の発見や働きかけ・アウトリーチが大切である。 

既存の支援機関では対応しきれていない利用者の

抱える問題も、PF につながることで 

支援プランの深化や早期介入が可能となる。 

 

また、それぞれの分野の支援機関・団体が協働する

ことで、現在の利用者への支援関係を超え、 

その先にある問題への支援が広がることが 

期待される。 

これにより、アウトリーチの深化と充実が図られ、 

ひいては、コミュニティ全体の安心感を支える 

基盤となると考えている。 

 

一般社団法人 minori 代表理事 高木 聡史様 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 
出席者 

打合せ相手 NRI 

1 
8/19（月） 

15:00-16:30 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

的場様、森川様、 
三角様、猿渡様、金山
様 

生駒、谷本、 
山崎、加藤 

２ 
9/4（木） 

13:３０-１5:0０ 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

三角様、金山様 生駒、山崎、加藤 

３ 
11/5（火） 

１0:3０-１2:００ 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

森川様、金山様 生駒、山崎 

４ 
12/13（金） 

１1:００-１2:００ 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

森川様、金山様 生駒、山崎 

5 

2/4(火) 

15:00-16:30 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

森川様、金山様 生駒、山崎 

2/4(火) 

19:00-20:00 

（ヒアリング） 

NPO 法人 でんでん虫の会 吉松様 

生駒、山崎 

一般社団法人 minori 高木様 

6 
2/10(月)16:00-

16:40 

熊本市 健康福祉局 健康福祉部 
健康福祉政策課 

金山様、佐藤様 

山崎 
認定 NPO 法人自立生活 
サポートセンター・もやい理事長 

大西様 
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自治体による従前からの取組 

 

 火の国会議 

（取組概要） 

平成 28 年の熊本地震を契機に発足した被災者支援のための民間の会議体であり、以降、火の国会議を通じ

て NPO 等の支援団体や行政の間で情報共有・連携が行われてきた。主催はくまもと災害ボランティア団体ネッ

トワーク（KVOAD：Kumamoto Voluntary Organizations Active in Disaster）である。 

令和３年からは、火の国会議内で「孤独・孤立に関する勉強会」が開始され、令和４年 4 月からは、支援団体・

行政が参加する孤独・孤立に特化した「孤独・孤立連絡会」が行われている。火の国会議の協力団体は 300 程度

ある（詳細は KVOAD ホームページを参照）。 

被災者支援の活動を行う中で、被災者・市民の「孤独・孤立」という観点の重要性が浮き彫りになり、近年は「孤

独・孤立」という観点での民間主導の取り組み（緊急性の高い事案の共有や、「おしゃべり会」のような交流の場

を開催する活動の報告、行政からの連絡・報告、他地域の状況の共有など）が、積極的に行われている。 

 

図表 「火の国会議」での会議のイメージ 

 

出所）KVOAD ホームページ 
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 熊本市 孤独・孤立対策官民連携ＰＦ（孤独・孤立 PF） 

（取組概要） 

前述の「火の国会議」の参加メンバーを孤独・孤立 PF のコアメンバーに位置付け、他にも広く民間団体に声掛

けを行い、令和４年度に熊本市の PF を形成した。令和４年度の時点では、熊本市内で被災者支援や生活困窮者

などの支援を行う団体が、１８団体加入した。 

 

図表 令和４年度に立ち上げた PF のイメージ 
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試行的事業 

① NPO 等支援団体向け活動実態調査（リソース調査） 

概要 
熊本市内において、孤独・孤立の状態にある住民を支援する活動（間接的に支援する活動

も含む）を行っている民間団体について、活動実態を把握するための「リソース調査」を初

めて実施した。 

ねらい 

• 「火の国会議」や PF 参画メンバー以外に、孤独・孤立対策に関係し得る民間団体を

新たに発掘することを目指した。 

• それによりファクトを基にして、熊本市の PF の拡大・強化の方針を検討することを

目指した。 

工夫点 

• 庁内で把握している民間団体として、「孤独・孤立対策」というテーマに直接的な関

係があるか不明な団体も含めて、あえて最初から調査対象を絞ることはせず広く調

査をした。 

• 孤独・孤立についてなじみがない回答者が見構えてしまうことを避けるため、「孤

独・孤立対策に関するアンケート」のような名称ではなく、「人とのつながりに資する

活動についてのアンケート」というアンケート名とした。 

結果 

• これまで PF として関わりがなかった団体や PF に参加していなかった団体など、新

規の団体で、孤独・孤立対策に関係があると思われる団体を 18 団体ほど発掘でき

た。調査結果を基にして、PF の拡大・強化の方針を定め、実際に PF への参加の声

掛けを行った。 

 

図表 調査実施概要 

調査方法 郵送による配布回収およびインターネット・メール等での配布・回収（併用） 

調査対象 熊本市内及び一部県内のＮＰＯ等支援団体 619 団体 

調査期間 
令和６年 10 月 15 日(火)～11 月 5 日(火) 

※一部の団体のみ、11 月 12 日(火)締め切りとした。 

回収結果 145 団体（回収率は 23.4％） 

 

図表 調査項目 

1. 回答団体の基本情報 

 団体名・代表者名・担当者名・連絡先 

 団体の種類 

 NPO 法人 

 社会福祉法人 

 任意団体 

 その他：一般社団法人、一般財団法人、株式会社など） 

 活動の範囲 

 熊本市内の一部地域 

 熊本市内全域 

 熊本市内全域と熊本県内の一部を含む地域 

 熊本県内全域 

 その他 

2. 孤独・孤立対策 

（人とのつながり） 

に資する活動の状況 

 普段の活動の内容 

（「保健・医療」や「まちづくり」など、キーワードベース・選択式で回答） 

 孤独・孤立の状態の方への支援につながる活動内容 

（「心の健康」や「いじめ」など、キーワードベース・選択式で回答） 

 孤独・孤立の状態の方への支援につながる活動内容 

 相談窓口の開設 

 居場所づくり 

 物的支援・食糧支援 

 アウトリーチ支援 

 その他の活動 
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 自治体委託事業の有無 

 活動頻度 

3. 孤独・孤立対策 

（人とのつながり） 

に資する支援実績 

 団体の活動が、実際に孤独・孤立の状態の方への支援につながった事例の

有無 

 支援ケースの分類（「心の健康」や「いじめ」など、キーワードベース・選択式

で回答） 

 支援事例の内容（支援対象、支援のきっかけ等）および成果、課題 

（記入例を示しながら、具体的に回答を依頼） 

4. 今後の取組に向けて 

 孤独・孤立対策に関する問題に取り組む必要性を感じるかどうか 

 その理由 

 取り組む上での全般的な課題 

 何から取り組めば良いか分からない 

 地域における孤独・孤立の実態が分からない 

 地域において誰が取組んでいるか分からない 

 取組みを企画するのに情報（例示）が不足している 

 取組みを検討する体制（人員）が不足している 

 その他 

 孤独・孤立対策における、自治体への期待 

 支援団体等に関する情報のとりまとめ 

 自治体間における横断的取組の推進 

 官民連携の取組の推進 

 民間同士の連携の調整・コーディネート 

 有識者との連携推進 

 人的支援・金銭的支援 

 その他 

 

 

図表 配布したアンケート依頼状のイメージ 
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 調査結果の概要 

「孤独・孤立の状態の方への支援につながる活動内容」として、「障がい者」と回答した団体が 39.3％と最も

高く、次いで「心の健康」「こども」が 31.7％、「子育て」が 31.0％と、該当するキーワードが挙げられた。その他

にも多種多様なキーワードが選択されていた。また、「孤独・孤立の状態の方への支援につながる活動」の種類と

しては、「居場所づくり」が 51.8％と最も高く、次いで「相談窓口の開設」が 40.2％、「物的支援・食糧支援」が

18.8％という結果であった 

これまでにあった「孤独・孤立の状態の方への支援につながった事例」について、65.2％の団体が「ある」と回

答しており、孤独・孤立対策に資する活動を行っている団体が幅広く存在していることが分かった。具体的な事

例も寄せられており、支援対象者の「孤独・孤立に関する課題」としては「心の健康」が 50.7％と最も高く、次い

で「障がい者」が 41.1％、「高齢者」が 38.4％、「生活困窮」や「子育て」も３割を超える結果となっていることか

ら、熊本市内の孤独・孤立に関する課題の傾向がある程度分かった。 

また、「孤独・孤立の状態の方への支援に取り組む必要性」について、80.0%の団体が必要性を感じており、

支援の現場では、身の回りの様々なケースにおいて「孤独・孤立」が少なからず関係していると感じている団体が

多いことがうかがえた。 

熊本市内の民間団体は、「孤独・孤立の状態の方への支援に取り組むうえでの課題」として、55.2％の団体が

「地域における孤独・孤立の実態が分からない」ことであると回答し、次いで 39.7％の団体が「取組みを検討す

る体制（人員）が不足している」こと、25.0％の団体が「取組を企画するのに情報（例示）が不足している」ことで

あると認識していた。 

自治体に対する期待としては 53.4％の団体が「官民連携の取組の推進」と最も割合が高くなっており、「官民

連携」への期待は、熊本市の民間団体からも多く寄せられていることが改めて分かった。 

 

 調査結果を受けて、庁内で検討・協議した内容 

孤独・孤立対策に資する活動を行っている団体が多数あり、各 NPO 法人の活動は有益な社会資源であるこ

とを再認識することができた。PF がカバーする範囲に偏りが生じないように PF 参加団体の拡充を図りなが

ら、孤独・孤立を抱えている人の居場所づくりなどの観点で、そうした関係機関と今後も協働していきたいと考

えている。 

実際に今年度は、リソース調査の結果を受けて 18 団体を発掘してコンタクトをとり、最終的に 16 団体に新

たに PF に加わってもらうことになった。PF の拡大方針を検討するための材料として、本リソース調査を有効に

活用することができた。 
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② PF 拡大・強化に向けた議論や取組 

概要 
リソース調査の結果を受けて、現状の PF にはない活動内容・目的を持つ 18 団体を発

掘した。また、PF の立ち上げから 3 年目というタイミングで、改めて PF の役割や設置

目的、備えるべき機能等の概念について、PF の「要領」として整理した。 

ねらい 

• リソース調査の結果を基に拡大先を決定することで、市内のリソースを最大限活用

できるようにした。 

• PF の「要領」作成によって、PF の役割・目的等を明確化し、メンバーの参加意識を

醸成していくことを目指した。 

工夫点 
• PF として支援対象とする分野に偏りが生じないように、現状の PF で不足している

分野を中心に検討した。 

結果 
• 最終的に、16 団体が PF に新たに加わった。（令和７年 2 月末時点）また、PF 拡大

後初となる PF 会議で参加団体に対して、熊本市の孤独・孤立対策に関する考え方

を共有した。 

（効果検証） 

 今後、孤独・孤立対策において PF として連携することが期待できそうな 18 団体に、PF への参加を呼びか

け、最終的には下記の 16 団体が PF に新規参加することになった。 

 

図表 令和 6 年度に新たに PF に加わった団体 

熊本市内
の 

支援団体 
など 

NPO 法人 成年後見安心サポートネット熊本 
NPO 法人 フリースクール地球子屋 
NPO 法人 ガット 
NPO 法人みるくらぶ 
一般社団法人 子育てネットワーク縁側 moyai 
熊本市心の障害者家族会 
熊本市居住支援協議会 
特別非営利活動法人 熊本県就労支援事業者機構 
NPO 法人 身近な犯罪被害者を支援する会 
NPO 法人ウィメンズ・カウンセリングルーム熊本 
シェルターin 熊本 
社会福祉法人 熊本市手をつなぐ育成会 
NPO 法人 老いと病いの文化研究所 われもこう 
NPO 法人 颯の架け橋 
社会福祉法人 菊水学園 
NPO 法人 オリーブの家 

 

（PF の「要領」の策定） 

熊本市の PF の「要領」として、他自治体の要綱・要領等を参考にして次の通り策定した。内容を検討する

際には、PF の目的や参画の申込事項等について検討を重ねた。策定時には、健康福祉政策課内でまずは検

討し、適宜火の国会議メンバーにも意見を求めた。 
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③ 相談先一覧リーフレットの更新 

概要 
PF 参加団体の拡充に伴い、令和４年度に作成した PF 参加団体の活動内容や連絡先が

一覧化されたリーフレットを更新した。 

ねらい 
• 各団体の活動内容や対応している内容ごとにカテゴライズして掲載することで、自

分の悩みをどの団体に相談すればよいか、一目で分かるようなデザインを目指し

た。 

工夫点 
• 市民向けの広報物であること、かつ孤独・孤立に悩む人に手軽に手に取ってもらえ

ることを意識し、「やさしさ」や「柔らかさ」を前面に押し出したデザインとした。 

結果 
• 制作したデザインデータについて、PF 参加団体であり火の国会議のメンバーから、

「活動している団体を知らない方にとって、支援の選択肢や幅が広がるものになる

と思う」といった反響を得られた。 

 

デザインのモチーフとして、熊本市らしく「くま」をイメージしたものを採用し、 孤独・孤立というテーマであり

ながら手に取った人が暗い気持ちになりすぎないよう、あたたかみのあるデザインとなるよう配慮した。 

今回作成したリーフレットは、納品されたデザインデータをもとに継続的に今後も配布する予定であり、市民向

けの広報と支援団体向けの連絡網として機能するよう、活用していく予定である。 

 

図表 完成したリーフレット
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④ 地域協議会に係る検討 

概要 
②の PF 拡大・強化に向けた議論や取組と並行しながら、令和７年度に設置を予定する

地域協議会についての検討を進めた。 

ねらい 
• 現在地域協議会の設置要綱を策定中であり、来年度以降スムーズに動き出せるよう

準備を進めている。 

工夫点 
• 今年度 PF の拡大・強化に関する議論や、実際に PF 参加団体の拡充を実施したた

め、合わせて地域協議会についても並行して検討を進めることで、PF と地域協議

会の違いを改めて言語化した。 

結果 
• PF コアメンバーや庁内での議論を通して、PF と地域協議会のそれぞれの役割、設

置目的、参画すべき関係者等の違いを明確にできた。 

 

（地域協議会に関する検討） 

熊本市においては、次の通り PF と地域協議会の違いを整理した。これらの検討内容をもとに、現在、地域協

議会の設置要綱を策定中である。 

図表 熊本市の PF と地域協議会の違い 
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⑤ 令和 6 年度 PF 会議 および 支援者向けつながりサポーター養成講座 

概要 

令和４年度の PF 立ち上げ後初、かつ令和６年度に PF を拡大してから初となる PF 会

議を開催した。 

また、来年度以降 PF メンバーに一般の市民向けの「つながりサポーター養成講座」の講

師を担ってもらうことを見据えているため、PF メンバー向けに「つながりサポーター養

成講座」の「レクチャー会」を同日開催した。 

ねらい 
• PF 参加団体に PF の役割や設置目的等について共通認識を持ってもらうこと。 

• 今後庁内での連携を予定している、「こども」や「教育」分野などの関係課職員にも

参加してもらうことで、孤独・孤立対策を自分ごと化してもらうこと。 

工夫点 
• PF 会議と「つながりサポーター養成講座」の「レクチャー会」を同時開催することで、

少しでも多くの PF 団体に集合してもらうことを目指した。 

結果 

• 23 団体（うち PF 参加を検討中の団体が 4 団体）と、関係課の職員 25 名が参加
した。 

• 「つながりサポーター養成講座」の「レクチャー会」で、孤独・孤立に対する関心が高

まったという回答が約 98％得られた。（参加者アンケートの回答結果の詳細につい

ては、下記を参照） 

 

図表 開催概要 

開催日時 令和７年 2 月 14 日(金) １４：００～１５：３０ 

場所 くまもと県民交流会館パレア 10 階 第 7 会議室 

形式 オンライン／対面のハイブリッド開催 

参加者 

• PF 参加団体（既存） 

• PF 参加団体（新規） 

• PF への参加を検討中の団体 

• 関係課職員（庁内研修の一環として参加） 

講師 

（つながりサポーター養成講座） 

認定 NPO 法人自立生活サポートセンター・もやい理事長 

大西 連 

プログラム 
• 熊本市による孤独・孤立対策および PF についての説明（20 分） 

• 講師によるつながりサポーター養成講座レクチャー会（60 分） 

 

図表 当日の様子 
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図表 参加団体一覧 

種別 所属 

熊本市 保護管理援護課 

熊本市 国保年金課 

熊本市 高齢福祉課 

熊本市 こころの健康センター 

熊本市 こども支援課 

熊本市 こども家庭福祉課 

熊本市 妊娠内密相談センター 

熊本市 こどもの権利サポートセンター 

熊本市 国際課 

熊本市 男女共同参画課 

熊本市 総合支援課 

熊本市 文化政策課 

熊本市 中央区福祉課 

熊本市 中央区保護第一課 

熊本市 中央区保健こども課 

熊本市 東区福祉課 

熊本市 東区保護課 

熊本市 西区福祉課 

熊本市 西区保護課 

熊本市 南区保護課 

熊本市 南区保健こども課 

熊本市 北区福祉課 

熊本市 北区保護課 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人 LGBT の家族と友人をつなぐ会 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人自立生活支援熊本ほほえみの会 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人熊本 YWCA 

（既）NPO 法

人 

特定非営利活動法人くまもと災害ボランティア

団体ネットワーク 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人くまもと相談所 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人熊本どんぐり 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人傾聴ネットキーステーション 
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（既）NPO 法

人 
コムスタカ ー 外国人と共に生きる会 

（既）NPO 法

人 
NPO 法人でんでん虫の会 

（既）NPO 法

人 
特定非営利活動法人バルビー 

（新）NPO 法

人 
NPO 法人 成年後見安心サポートネット熊本 

（新）NPO 法

人 
NPO 法人 フリースクール地球子屋 

（新）NPO 法

人 
NPO 法人 ガット 

（新）NPO 法

人 
ウィメンズ・カウンセリングルーム熊本（※） 

（新）NPO 法

人 
NPO 法人みるくらぶ 

（新）NPO 法

人 
一般社団法人 子育てネットワーク縁側 moyai 

（新）NPO 法

人 
熊本市心の障害者家族会 

（新）NPO 法

人 
社会福祉法人 熊本市手をつなぐ育成会（※） 

（新）NPO 法

人 

社会福祉法人熊本県身体障害者福祉団体連合

会（※） 

（新）NPO 法

人 
熊本市居住支援協議会 

（新）NPO 法

人 

特別非営利活動法人 熊本県就労支援事業者機

構 

（新）NPO 法

人 
NPO 法人 身近な犯罪被害者を支援する会 

（新）NPO 法

人 
シェルターin 熊本（※） 

特別参加 熊本学園大学社会福祉学部 

 

※（既）：PF 既存参加団体／（新）PF 新規参加団体／（※）2/14 時点で PF への参加を検討中であった団体 
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図表 参加者アンケートへの主な回答結果（抜粋） ※回答人数 0 名の項目はグラフから削除している。 

 

  



52 
 

⑥ 新聞広告の出稿 

概要 
「熊本日日新聞」において熊本市として広告を出稿し、熊本市が孤独・孤立対策に取り組

んでいることを広く市民向けに周知広報した。 

ねらい 
• 熊本市で普及している「熊本日日新聞」に出稿することで、自分自身が孤独・孤立の

状態にあることを自覚していない人や、孤独・孤立という文脈を意識したことがな

い人にも広く周知することを目指した。 

工夫点 
• 伝えたい情報を最低限にとどめシンプルな広告とし、パッと見て目を留めてもらえ

るように視認性を意識して制作した。 

結果 
• 新聞に掲載された広告を見た人から「ひとりで悩んでいる人が相談できる場がある

と知れてよかった」などの反響が寄せられた。 

 

熊本市 HP の孤独・孤立対策に関するページの二次元コードおよび、内閣府孤独・孤立対策推進室の WEB サ

イト「あなたはひとりじゃない」 の二次元コードを掲載し、困ったとき・悩んだ時の相談先が熊本市内外に多数あ

ることを端的に伝える広告とした。 

 

図表 実際に掲載された広告 
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２－３．市原市 

No. 3 市原市 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 市原市 ② 担当部局名 
保健福祉部  
共生社会推進課 

③ 人口 267,226（人）＜令和６年１０月/住民基礎台帳＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局（メイン） 保健福祉部 共生社会推進課 

 
庁内連携内 
※会議体、情報共有 

・孤独・孤立対策関係事業の実施 

庁内連携部局（メンバー） 市原市孤独・孤立対策地域協議会関係 

 
庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
・情報共有、ケース事例検討 

２．形成をめざす地方版連携 PF の姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

・ 令和 3 年度から重層的支援体制整備事業を開始し包括的な相談支援体制やアウト
リーチ支援体制を構築したが、支援機関との多機関協働や、社会参加の支援、地域
づくりの支援において、取組の難しさがあった。 

・ 令和 4 年度地方版孤独・孤立対策官民連携ＰＦ推進事業採択。伴走支援を受けなが
ら PF 体制整備について調査検討。 

・ 孤独・孤立対策をきっかけに、福祉に留まらない多様なプレイヤーの参画を図るた
め、令和 6 年度に「市原市孤独・孤立対策地域協議会」及び「市原市孤独・孤立対策
官民連携ＰＦ」を設置。 

② 

実現したい

状態 
※構築する
仕組み/
支援対象
の住民を
取り巻く
環境 

今年度のゴール 
• 孤独・孤立対策地域協議会の設置（初回５月） 

• ＰＦ会議の開催（１１月予定） 

• 地域福祉計画の改定作業（骨子まで） 

最終的なゴール 

社会課題をみえる化、共有し、解決に向けて共創
する場 

そのために以下の機能を実装 

• 孤独・孤立等の社会課題解決のための取組や
ノウハウの共有と意見交換 

• 孤独・孤立等の社会課題の解決に資するプロ
ジェクトを提案し、会員等の自主的なプロジ
ェクトを促進 

• 上記を目的とした多様な主体の交流・連携を
図るためのネットワークを構築 

• 孤独・孤立等の社会課題の解決に係る施策検
討、構成団体等へ支援の要請 
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３．地方版連携 PF における連携体制 

⑤  

地方版連携

PF 

（種類があ

れば） 

立ち上げ年度 令和６年度 

参画メンバー 

（関係会員）市が設置する他のＰＦ又はネットワーク

のうち、孤独・孤立問題に関連があると見込まれ

るＰＦ等に属する団体 

（パートナー会員）孤独・孤立対策に関心が高く、

PF の趣旨に賛同する NPO 等 

選出・打診時の工夫 

福祉を超えた連携を実現するため、市民活動、地

方創生、都市計画、生涯学習等の異分野に積極的

に接触。担当部署で連携実績がある団体等に取組

趣旨を説明したり、連携事業を持ちかけた。 

⑥  

地域協議会 

※特に専門

性の高い支

援を行う団

体等で構成 

立ち上げ年度 令和６年度 

参画メンバー 

介護、障がい、子育て、困窮等の相談支援機関で

構成する「市原市相談機関連絡会」をベースに、成

年後見、消費生活、健康、自殺対策、地域連携の分

野を加えて構成 

選出・打診時の工夫 庁内横断的な会議体で協議体のあり方や接点を

整理・提示した上で、会議内で協力を要請 

４．PF 連携による価値や工夫＿考え方 

ＰＦ会議と協議会を連続する一体のものとして設定 

・ 孤独・孤立対策を、福祉以外の分野を取り込み、福祉分野との接点を増やす機会と捉える 

・ 協議会は、できるだけ、既存の資源を活用し、既存の会議体、既存のネットワークをベースに、 機能を重

ねた 

・ ＰＦは、相談の中核を担う行政機関、民間の相談支援機関に、中間支援団体、NPO 団体、民間事業者等の

関係会員、パートナー会員を加えた形で、福祉分野に留まらない多様な主体による取組の場を目指して

いる 

社会課題に対し、地域活動団体、企業、福祉事業者の数だけ困り事やアイデア、ノウハウがあるものと捉え、課
題とアイデアの組み合わせによる連携や解決方法を生み出す仕組みとして、PF を介したアクセスの機会を増
やす 
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2. 連携 PF 

５．連携ＰＦのイメージ図 
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 支援団体等の負担増にならない配慮 

・ 実効性のある取組を持続するための仕組みの構築 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

⑪  
福祉関係者 

合同研修会 

・ 市原市社会福祉協議会が主催し
た「市原市地域福祉関係者合同
研修会」の会場費を負担した 

・ 「居場所」に関する
理解度の向上 

９月：準備・
実施 

公益財団

法人市原

市文化振

興財団 

（１３万円） 

成果
検証
結果 

 参加者数 506 名（行政 16 名 民生・
児童委員 311 名 地区社協・小域Ｎ
Ｗ等 179 名） 

 約 7 割の民生児童委員の参加 

⑫  

孤独・孤立 

対策 PF 会

議 

・ 【業務内容】市民フォーラムを開
催した（３時間） 

・ 【対象】孤独・孤立対策 PF 会員 
等 

・ 【形式】対面９０名規模、後日オン
ライン配信予定 

・ 【次第】 
・ 開会あいさつ（市原市長） 
・ 基調講演（順天堂大学 スポーツ

健康科学部 松山 毅 氏） 
・ 市からの報告 
・ ワークショップ、発表、講評 
・ 閉会あいさつ 

・ 孤独・孤立対策
PF に関わる様々
な団体メンバー
の意識啓発 

・ 孤独・孤立対策に
関する知識・情報
の共有 

・ 孤独・孤立対策
PF メンバー間で
の関係構築およ
び連携強化 

９月-：準備 

１１月：実施 

いちはら

市民活動

協議会 

（８０万

円） 

 

成果
検証
結果 

 フォーラム参加者数６９名  

 孤独・孤立に関する理解度:深まった
90.2% 

 連携 PF への参画意向：興味あり
86.3% 

 フォーラムへの満足度 98.0% 

⑬  
ゆるサポ®

研修 

・ 【業務内容】地域のつながりづく
りに係る研修を実施した（3 時
間） 

・ 【対象】福祉の専門職 
・ 【形式】対面２０名規模 
・ 【講師】淑徳大学 総合福祉学部 

髙梨 美代子氏 

・ 地域共生社会の
理念や行動指針
の啓発 

１２月-：準
備 

２月：実施 

淑徳大学
髙梨氏 

（３万円） 

成果
検証
結果 

 参加者数１７名 

 研修全体の満足度：満足 80.0% 

 研修の理解度：深まった 86.6% 
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⑭  

企画提案型

研修委託事

業 

・ 【業務内容】孤独・孤立対策ＰＦ会
議作業部会（コミュニティラボ）
を実施した（２時間） 

・ 【対象】こども食堂運営団体、こ
ども食堂支援企業 等 

・ 【形式】対面２０名規模 
・ 【内容】 
・ 開会あいさつ 
・ WS の目的と流れの説明 
・ シナリオとワークシートの説明 
・ グループ討議 
・ 議論結果の共有と感想の共有 
・ 閉会 

・ 地域共生社会の
理念や行動指針
の啓発 

・ こども食堂の「課
題、アイデア、意見
を可視化する」 

・ こども食堂の課
題解決方法につ
いて検討し、作業
部会で見られた
意見をこども未
来キャラバンの実
施内容に反映す
る 

１２月-：準
備 

１月：実施 

いちはら
市民活動
協議会 

（市費：１０
万円） 

※構成を
事業内で
検討 

 

成果
検証
結果 

 参加者数 18 名（こども食堂運営団
体、地域団体、民間企業、子育て支援
団体、NPO 団体、お寺、社協、相談機
関、大学、医療関係、行政） 

 全体の満足度：大変満足 37.5%、満
足 62.5% 

⑤ 

・ 【業務内容】こども未来キャラバ
ンを実施する予定（５時間） 

・ 【形式】対面約５００名規模 
・ 【内容】 
・  こども⾷堂フェスティバル、防

災協定締結式、消防服着⽤体
験、NTT 防災無線体験など 

・ 具体的な活動機
会の創出 

・ こども食堂・ちい
き食堂の認知普
及 

・ 防災意識の向上 

１２月-：準
備 

３月：実施 

Amity い
ちはら子
供食堂 

（１２０万
円） 

成果
検証
結果 

 参加者数：約８００人（内 大人：３００
人、子ども：５００人） 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCA サイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ ＰＦ会議作業部会の本格的な展開 

・ 重層的支援体制整備事業の新たな取り組み（オンライン合意形成システム、社会資源管理システム）との連

携 

・ 改定地域福祉計画への事業反映 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 研修会やフォーラムは盛況で、参加者の孤独・孤立対策に係る関心も確認できた。 

・ 民間企業からの連携の提案があった。（協議中） 

・ SNS で発信したところ従来の広報とは異なる反応が得られた。 

・ 他自治体や各種団体の要望により説明を行った。 

 

  



 
 

 
 

58 

４. 連携 PF の行程および実務上の留意点 

【PF 立ち上げから拡大までの行程】 

実務上の留意点 

連携 PF の 

行程 
過年度 

令和４年度： 
PF の基本的な考え方の検討 
令和５年度： 
PF の立ち上げの準備 

今年度 令和６年度：PF の立ち上げ 

 

（ア）初期段階 

主担当部署の 

設定 R4 

年度 

６月～ 

■重層的支援体制整備事業を所掌
する「共生社会推進課・地域共生
係」が担当 

― ― 

担当者の初動 

■重層的支援体制整備事業や既存
の会議体・ネットワークと、孤独・
孤立対策の関係・つながりを整
理 

― ― 

（イ）準備段階 

地域の 

現状把握 

取り組み 

R４ 

年度 

８月～ 

■庁内ヒアリングや関係者アンケ
ートを通じて支援者側の困難を
認識 

― ― 

 

テーマの設定 

 

R５ 

年度 

３月～ 

■PF を「社会課題を可視化・共有
化し、みんなで解決する場」とす
る 

― ― 

連携 PF の 

企画・設計 
― ― 

R6 
年度 
３月～ 

■中間支援団体などの関係団体
に広く呼びかけ、PF 会議を構
成した 

関係団体の 

リストアップ

（庁外） 

― ― 
R6 
年度 
４月～ 

■既存の会議体をベースに、不足
する分野のメンバーに声掛け 

関係団体の 

リストアップ

（庁内） 

― ― 
R6 
年度 
４月～ 

■既存の PF やネットワークから
孤独・孤立対策に親和性のある
団体を抽出 

（ウ）設立段階 

域内住民・団体

への情報発信 
― ― 

R6 
年度 
１１月

～ 

■オンライン・オフラインを問わ
ず様々な啓発イベントを開催 

連携 PF の 

運営 
― ― 

R6 
年度 
１１月

～ 

■PF 内外の関係者がテーマ設定
から課題解決まで行う作業部
会の開催を行う 

（エ）自走段階 

地域協議会の 

設置 
― ― 

R6 
年度 
４月 
１日 

■層的支援体制事業の相談機関
連絡会を基に地域協議会を設
置 

PF の 

拡大・活性化 

― ― R7 
年度 
４月～ 

■オンライン合意形成ＰＦの導入
で、参加者の負担軽減を図る 
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【それぞれの段階での留意点】 

（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 ■重層的支援体制整備事業を所掌する「共生社会推進課・地域共生係」が担当 

② 担当者の初動 

■重層的支援体制整備事業や既存の会議体・ネットワークと、孤独・孤立対策の
関係・つながりを整理 

・ 重層的支援体制整備事業の取組と孤独・孤立対策の関係を整理した。 
・ 令和 4 年度地方版孤独・孤立対策官民連携ＰＦ推進事業に申請した。 
・ 既存の会議体・ネットワークによるつながりを活用し、既存事業との連続性

に留意することで、新規事業の負担感が生じないように配慮した。 

 

（イ）準備段階 

③ 地域の現状把握 

■庁内ヒアリングや関係者アンケートを通じて支援者側の困難を認識 

・ 支援機関と福祉以外の地域づくりに関わる部署担当者へヒアリング、重層

的支援体制に関連する外部機関及び福祉関連 NPO に対するアンケートを

通じ、ケースの実態を知るとともに要支援者を支援している側の困難を改

めて認識した。 

④ 

‐１ 
取組テーマ決定 

■PF を「社会課題を可視化・共有化し、みんなで解決する場」とする 

・ 令和４年事業で PF の基本的な考え方を検討し、令和６年事業で社会課題

解決の取り組み、ノウハウの共有、意見交換を行い、支援者たちの交流・連

携を図るためのネットワーク構築と定めた。 

④ 

‐２ 

連携 PF の 

企画・設計 

■中間支援団体などの関係団体に広く呼びかけ、PF 会議を構成した 

・ 各種中間支援団体、孤独・孤立に関係する市の附属機関などに参画してい

る団体などの関係会員や、PF趣旨に賛同するNPO 団体、民間事業者など

のパートナー会員にも広く協力を呼びかけ、PF 会議を構成した。 

⑤ 

関係団体の 

リストアップ 

初期メンバー

への声掛け 

庁

内 

■既存の会議体をベースに、不足する分野のメンバーに声掛け 
・ 中核となる会議体は、重層的支援体制整備事業における多機関協働のため

の既存の会議体をベースとし、不足する分野のメンバーを追加した。その
際、会議開催を兼ねるなどして、負担増にならないように留意した。 

・ 全庁的な検討の場としては、地域福祉計画の進行管理のための庁内会議
や、附属機関の所掌事務を加えることで対応した。 

庁

外 

■既存の PF やネットワークから孤独・孤立対策に親和性のある団体を抽出 
・ 様々な部署が所管する既存の PF やネットワークの活用に着目し、庁内各

課の協力のもと庁内の既存 PF とその参加団体を洗い出した上で、孤独・ 
孤立に親和性のある団体等を抽出した。 

・ 中間支援団体が持つ各種団体とのつながりを活用した関係団体のリストア
ップと声掛けを行った。 

 

（ウ）設立段階 

⑥ 
域内住民・団体 

への情報発信 

■オンライン・オフラインを問わず様々な啓発イベントを開催 
・ 孤独・孤立対策については、シンポジウム、フォーラム、研修会など、オンラ

イン・オフラインを問わず複数のイベントを開催し、啓発活動を行った。 

・ PF の広報については、今後発信の対象や内容の検討を進める予定であ
る。 

⑦ 連携 PF の運営 

■PF 内外の関係者がテーマ設定から課題解決まで行う作業部会の開催を行う 

・ PF 立ち上げを記念するフォーラム（11 月）、試行版の作業部会（1 月）を実

施し、PF テーマの具体化に踏み出した。 

・ 作業部会の試行結果を基に、PF でテーマ設定から課題解決まで行えるよ

うな運営方法を検討する。 
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（エ）自走段階 

⑧ 地域協議会の設置 

■層的支援体制事業の相談機関連絡会を基に地域協議会を設置 

・ 重層的支援体制事業の相談機関連絡会を基に、消費生活や自殺対策など

必要だと考えた団体に個別の声掛けを行い、孤独・孤立対策地域協議会を

設置した。 

⑨ PF の活性化 

■オンライン合意形成ＰＦの導入で、参加者の負担軽減を図る 
・ 目指す PF 運営が挑戦的な取組内容となっているため、やみくもに拡大を

目指すことはせず、既存のネットワーク（紹介、企業版ふるさと納税、連携協
定）を通じてじっくり理解・関心を高めていく。 

・ オンライン合意形成ＰＦは、孤独・孤立対策 PF 以外の取り組み（ウェルビー
イングなまちづくり）にも共同利用する予定であり、これにより分野横断的
な孤独・孤立対策の理解促進を狙う。同時期に導入予定の社会資源管理シ
ステムを活用し PF 会員の取組を共有する。 

 

ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■幅広い分野を巻き込める孤独・孤立 PF の枠組みを活用し、関係者に丁寧な
聞き取りを行ったことで、現場の課題に即した様々な試行的事業を実現した 

・ 重層的支援体制整備事業の取り組みを進めるなかで、地域共生社会が目指

す、福祉分野に限らず、幅広い分野を巻き込んだ取り組みをしたいと考え

るものの、アプローチのアイデアがないという状態だった。 

・ 多様な分野の参画が必要となる孤独・孤立PF事業の支援を受けることで、

検討の方向性にあったものの予算の制約で着手未定であった各種事業の

展開することが可能となった。 

・ PF を通じて関係者や関係団体の取り組みや課題を聞き取り、様々な試行

的事業の実施につなげたことで、目指す姿の実現に向け自信を得られた。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PF の重要性～ 

特定非営利活動法人 いちはら市民活動協議会 

 

 市原市で、主に市民活動を行う団体や個人の中間支援活動と、市民活動拠点ウエルシア・コミュニケー
ションセンターいちはら（通称ウエルコミ）の管理・運営を行っている。ウエルコミは、令和７年２月時点
で約１７５団体が利用しており、月間２，０００人ほどの利用者が訪れる。いちはら市民活動協議会は、
ウエルコミを利用している幅広い領域の団体に対して、活動内容の広報や団体同士のマッチングなど
の中間支援を行っている。 

 令和４年から市原市と協力して孤独・孤立対策の取り組みを行っており、令和４年は「学校教育からの
孤独・孤立」や「定年退職後の孤独・孤立」に関わるイベントを企画した。この２つの取り組みは、１度き
りの開催にとどまらず、日本財団の助成により市内初の「子ども第三の居場所事業」の開設や、社会の
第一線をリタイアした男性を主な対象にボランティア活動でやりがいを見つけてもらうきっかけを提
供するイベント「グランパ・フェスタ」の定期的な開催につながっている。 

�����孤独・孤立 PF のネットワークによって市民活動団体と民間企業のマッチングが可能になれば、支援者

の熱意によって成り立っている様々な活動を継続、拡大させることができる 

・ いちはら市民活動協議会は、幅広い領域で活動する様々な団体とその団体が活動していく上での困
難や課題について話し合いを行っているが、それらの困難や課題は、活動領域が異なる団体間でも似
通っているケースが多い。例えば、こども食堂を運営する団体とデイサービスを提供する団体は、既存
の制度でカバーしきれない時間での対応や必要人数の補充を、ボランタリーな活動で補っているとい
う状況が共通している。支援者たちの熱意がなくなったときには、被支援者は孤独・孤立な状態に陥
ってしまうため、支援者たちの活動の継続性のための金銭的なサポートが必要となる。 

・ 市に頼らない独自の資金を持つことが理想である。市役所の取り組みは年度の縛りがあるため、市民
活動の動きに合わないこともあるが、独自の資金を持って団体を支援することで、年度に縛られない
補助金の使い方が可能になる。現在、理想を実現するために企業への働きかけを行っている段階であ
り、孤独・孤立対策 PF を通じて企業とつながりが生まれる可能性にも期待している。 

�����孤独・孤立対策 PF に求めるのは、市役所・市民活動団体双方の情報を可視化すること 

・ 複雑化する社会に対応するために、役所の窓口が横断的であることが大切である。団体が市民活動を
始めたばかりの時は、個々の窓口が用意している制度や補助金などの利用で対応できることが多い
が、団体の活動が成熟していくことで、複雑化・多様化している被支援者の状況に対応しようとする
と、一つの窓口では完結しないことが多々ある。例えば、こども食堂について相談事がある際に、こど
も部局と貧困対策部局のどちらの窓口を利用すればいいのか判断が難しい。また複数の窓口とやり
取りする必要がある際に、双方の情報共有ができておらず、市民活動団体が同じ説明を何度も繰り返
さなくてはならないという事態が発生する。 

・ また、役所が持っている市民活動団体の情報も不足している。団体名の一覧があっても、それぞれの
活動領域の整理や、団体間の関係の整理ができていない状態にある。そのようなときには、団体の情
報を理解している中間支援団体として、いちはら市民活動協議会が間を取り持っている。 

・ 孤独・孤立対策 PF には、上記のような、役所側の窓口同士の担当領域整理・情報共有や、市民活動団
体の情報整理・共有の機能を担ってもらえることを期待している。それによって、新たな活動が生まれ
るきっかけが増加したり、手続き疲れで市民活動をやめてしまう人を減少させることにつながる。 

 

 
 

孤独・孤立の問題は制度の狭間にある社会的課題

であることが多く、市民活動は元来その狭間を埋め

るような働きをしてきたと言えます。さらに現代は

社会課題そのものが複雑多様化しています。既存の

制度や様々な主体を幅広く横断的に繋げられる孤

独・孤立 PF は、私たちの団体にとって、この先の課

題解決にピッタリの仕組みだと期待しています。新

しい出会いとアイデアを生み出すこの孤独・孤立 PF

を、もっと広め、深めていきましょう！ 

 

いちはら市民活動協議会 
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副会長・小倉哲 

5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 
出席者 

打合せ相手 NRI 

1 
8/6（火） 

17:00-18:30 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、 
小倉様、安藤様 

生駒、谷本、加藤 

２ 
8/29（木） 

13:0０-１4:３０ 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、 
小倉様、安藤様 

生駒、谷本、加藤 

３ 
9/25（水） 

１０:3０-１1:3０ 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、 
小倉様、安藤様 

谷本、加藤 

４ 
10/18（金） 

１7:００-１8:００ 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、 
小倉様、安藤様 

谷本、加藤 

いちはら市民活動協議会 小倉様 

５ 
11/8（金） 

9:３０-１1:００ 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、 
小倉様、安藤様 

生駒、谷本、 
加藤、陳 

６ 
１２/9（月） 

１5:００-１6:３０ 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、小倉様、 
安藤様、戸田様 

生駒、谷本、陳 

７ 
1/10（木） 

14:00-15:00 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、小倉様、 
安藤様、戸田様 

生駒、谷本、陳 

８ 
２/3（木） 

16:00-17:00 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、小倉様、 
安藤様、戸田様 

生駒、谷本、陳 

9 
2/26（水） 

15:00-16:00 

市原市役所 保健福祉部 
共生社会推進課 

山本様、小倉様、 
安藤様、戸田様 

谷本、陳 
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６．自治体による従前からの取組 

 

 重層的支援体制整備事業 

（取組概要） 

 令和３年度から重層的支援体制整備事業を開始。「包括的相談支援事業」、「多機関協働事業」、「アウトリーチ等

を通じた継続的支援事業」、「参加支援事業」、「地域づくり事業」にそれぞれ取り組んだ。 

 

• 「包括的相談支援事業」 

 高齢、障がい、子ども、生活困窮の各対象分野の相談支援事業について、分野横断的な連携を進め、主訴

に関連した分野外の相談についても、まずは相談を受け止め、関連する機関や必要な福祉サービスへのつ

なぎを行う。 

市原市は令和３年度に福祉総合相談センター（直営）を設置し、令和４年度からは市内９か所の地域包括

支援センター内に地区福祉総合相談センター（委託）を設置した。 

 

• 「多機関協働事業」 

重層的支援体制整備事業に関わる関係者の連携の円滑化を進めるなど、既存の相談支援機関をサポー

トし、市原市における包括的な支援体制を構築できるよう支援を行う。 

多機関の関係者が一堂に集まる「相談機関連絡会」など、連携のための協議体を設置した。 

 

• 「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」 

支援につながることに拒否的な人など、必要な支援が届いていない人に支援を届けるため、継続的な関

わりを持つために、信頼関係の構築に向けた丁寧な働きかけを行い、必要な支援を届ける。 

 

• 「参加支援事業」 

さまざまな要因から社会から孤立している方の社会とのつながりの回復や社会参加を支援する。 

利用者本人のニーズや課題等を丁寧に把握し、地域の社会資源の間をコーディネートし、本人と支援メニ

ューのマッチングを行う。 また、新たに社会資源に働きかけ、既存の社会資源の拡充を図り、本人や世帯の

ニーズや状態に合った支援メニューを作り出す。 

 

• 「地域づくり事業」 

既存の地域づくり関係の事業の取組を活かしつつ、多様な地域活動が生れやすい環境整備を行うことを

目的として、多様な「場」づくりとつなぎ・コーディネートを行う。 
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７．試行的事業 

⑦ 福祉関係者研修会の開催 

概要 
• 名称：市原市地域福祉関係者合同研修会 

• 日程：令和６年９月１９日（木） 

• 会場：市原市市民会館 大ホール 

ねらい 
• 「居場所」に関する理解度の向上 

• 本研修を契機として、市原市孤独・孤立対策ＰＦへの多様な主体の参加を促進 

工夫点 
• 例年は民生委員児童委員協議会全体研修として開催されている場を活用し本研修

を実施したことで、居場所に関わる多様な主体が幅広く参加 

結果 
• 参加者数５０６名（行政１６名 民生・児童委員３１１名 地区社協・小域ＮＷ等１７９名） 

• 約７割の民生児童委員の参加 

 

プログラム内容 

• 開会あいさつ（市原市長）  

• 基調講演 「人と人、人と社会がつながる地域の居場所」  

（立命館大学 共通教育推進機構 准教授 小辻 寿規 氏）  

• 市の取り組み説明 
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取組の効果 

• 孤独・孤立対策が社会の重要課題であることを幅広い関係者が認識し、それぞれの役割や機能を考える

機会となった。 

• 本研修会を契機に、多様な参加者の連携意識を醸成し、分野を超えた孤独・孤立対策ＰＦの構築を目指

す。 
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① 孤独・孤立対策 PF 会議の開催 

概要 
• 名称：社会のつながりと居場所を考えるフォーラム 

• 日程：令和６年１１月１７日（日）１３:00-１６:30 

• 会場：夢ホール 

ねらい 
• 各分野における人と人とのつながりづくりに資する取り組み同士の連携を促す。 

• 社会的なつながりづくりの重要性と、市原市の地域資源の多様性を市民、関係者等

に広く周知し、気づきと変化を促す。 

工夫点 

• 幅広い分野に関わる福祉団体を巻き込み、展示品を募った。 

• 参加者が自ら選択したテーマでテーブルワーク。ファシリテーター配置、ワークルー

ル設定などの工夫で、円滑なワークを促した。 

• 講演及びワークの様子を録画し、後日オンラインでの動画配信を行う。 

結果 
• 来場者数：６９名（一般５３名、行政関係者１６名） 

• フォーラム全体満足度：大変満足 45.1%、満足 52.9% 

 

プログラム内容 

• 開会あいさつ（市原市長）  

• 基調講演 「孤独・孤立化する社会とつながりづくり」  

（順天堂大学スポーツ健康科学部 先任准教授 松山 毅 氏）  

• 市の取組説明  

• グループワーク ３つのテーマの選択制で意見交換  
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アンケート結果 

• 当日配布アンケートの回収数：３５ 

• インターネットによる回答数：１６ 

• グループワーク参加者６７名中５１名からの回収（回収率７６．１％） 

• 孤独孤立対策 PF への参画への関心度：興味あり８６．３％ 
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② ゆるサポ🄬🄬研修の実施 「ゆるサポ」は髙梨美代子氏の登録商標です。（商標登録 6005977） 

概要 
• 名称：福祉の専門職のための 地域のつながり研修～ゆるサポ🄬🄬～ 

• 日程：令和７年２月１９日（水）13:30-16:30 

• 会場：市原市市民会館 大会議室 

ねらい 
• 「ゆるサポ®」をキーワードに、共生社会の実現に向けて地域にいる誰もが相手と自

分を気にかけ、できる範囲で支え合う、ゆるやかにつながる関係づくりの意識を地

域共通の価値として普及を図る。 

工夫点 

• 地域のつながりづくりの目的として「支援者支援」の視点を位置づけ、専門職の協力

を求める。 

• どのような支援の場面にも共通する、価値観・標準的な行動であって、認知症サポ

ーター等の制度と屋上屋を架すことにならないよう留意する。 

結果 
• 相談支援機関の専門職など１７人が参加し、講義とグループワークを通じて、地域で

実践可能な具体的な行動を学んだ。 

 

プログラム内容 

• 開会あいさつ 

• 基調講演「ゆるサポ🄬🄬のすすめ－支援体制を活かした支援ー」 

• グループワーク「普段のかかわりから考えよう」 

（講師：淑徳大学 総合福祉学部社会福祉学科 助教 髙梨 美代子氏） 
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アンケート 

• 研修参加者１７名中１５名からの回収（回収率８８．２%） 

• 研修全体を通じて満足と回答した割合：８０．０% 

研修体験後の感想 

• 相手が大切にしていることや好きなこと、相手の現状を否定しない強さを、相談を受ける側に必要な能

力と感じました。 

• 専門職の立場以外の立場からの発想がなくなってしまっている現実を痛感しました。 

• 何が出来るかを考えて行くためにも、今後可能な範囲で、研修に参加させていただきたいと思います。 

• 今後もサポートできるシステムづくりを考えていきます。 
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③ 企画提案型研修委託事業の実施（作業部会） 

概要 
• 名称：孤独・孤立対策ＰＦ会議作業部会（コミュニティラボ） 

• 日程：令和７年１月２１日（火）10:00-12:00 

• 会場：いちはらウエルシアコミュニケーションセンター 

ねらい 

• 市原市の孤独・孤立対策ＰＦのコンセプトは「社会課題を可視化、共有化して、みんな

で解決を目指す場」。 

• こども食堂の「課題、アイデア、意見を可視化する」を通じて課題解決方法について

検討し、こども未来キャラバンの実施内容に反映する。 

工夫点 
• 参加メンバーの多様性を確保した。 

• 事前のヒアリングによりペルソナ設定、カスタマージャーニーを作成し、短時間で課

題検討プロセスを体験できるように配慮した。 

結果 
• メンバー：18 名（こども食堂運営団体、地域団体、民間企業、子育て支援団体、

NPO 団体、お寺、社協、相談機関、大学、医療関係、行政） 

• 満足度：大変満足 37.5%、満足 62.5% 

 

プログラム内容 

• 開会あいさつ 

• WS の目的と流れの説明 

• シナリオとワークシートの説明 

• グループ討議 

• 議論結果の共有と感想の共有 

• 閉会 

  



 
 

 
 

71 

体験者の感想 

• ＰＦ立ち上げにあたって、中心的に動いている方の話を聞けたので、解像度が上がりました。また、他団

体の取り組みや普段の課題など垣間見えたので、実際のＰＦが動き出した際のイメージが湧きました。 

• 仕組みやねらいはよく理解できました 

• こども食堂側の悩み、繋がりなどの悩みなど企業側から見えにくい部分が知れたこと、問題点を直接働

いてる方々から聞けたこと。 

• 市や県、国の目指す姿の説明から、ペルソナを設定してディスカッションに繋げてくださった点がわかり

やすい理由だと思います。またファシリテーターがとても上手だった為スムーズに理解できたのだと思

います。 

• こども食堂に関して、関わった事がなかったので、運営方法や困り事など知る事ができた。 

• 素晴らしい取り組みだと思います。 

• 今回とてもためになり、色々な方々の色々なやり方や悩みなど聞けたのでとても参考になりました。ま

た参画したいです。 

• 自分たちでコンタクトを取るのには限界があるのでコミュニケーションの場としてもとても有意義でし

た。 

• 今回は普段の業務で関わることの少ないテーマだったので、学びが多くありました。今後も参加をして

いければと感じました。 

• 今回の PF 会議には将来性を感じました。今は新総合計画の見直し時期で他の部署でも同様な取り組

みが進められています。PF は市の分野横断でプロボノで地域のあらゆる主体を巻き込んでいくことを

切に希望します。 

• 様々な経験をお持ちの方と、課題について考える体験は、率直に面白かった。 この先まだ見えないこと

もあるが、どのような方向に繋がっていくのかが楽しみ。 
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⑤ 企画提案型研修委託事業の実施（こども未来キャラバン） 

概要 
• 名称：こども未来キャラバン 

• 日程：令和 7 年 3 月 22 日（土）10:00-15:00 

• 会場：いちはら子ども未来館（we ほーる） 

ねらい 

• 地域こども食堂の認知普及活動を目指すとともに、運営費の捻出など活動継続の

ための協力を仰ぐ一助とする。 

• 市原市、木更津市、袖ケ浦市、君津市、富津市の隣接市間で防災協定を結ぶことに

より今後の災害に備え、防災意識を高める。 

工夫点 
• 講演で災害時にこども食堂と地域の人々でできることを考えることを促した。 

• 映像記録を行った。 

• 飲食出店では、親子が喜ぶものを商品とした。 

結果 • 来場人数：約 8００人（内 大人：３００人、子ども：５００人）  

 

プログラム内容 

• いちはら子ども未来館１F 

• 10:00-15:00 飲食出店（屋外）、ワークショップ（屋内）開催 

• いちはら子ども未来館３F 

• 10:00-11:00  防災締結式・トークセッション 

（講師：一般社団法人 四番隊 代表理事 伊藤 純氏） 

• 12:00-15:00 企業 PR ブース 
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